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第１章 基本的な考え方 

 １ 本市における国土強靱化に向けたこれまでの取組 

     本市は、温暖な気候と南アルプスや駿河湾などの豊かな自然環境を背景に、

全国有数の快適な生活環境を有するとともに、今川氏や大御所時代の徳川家

康公の城下町として発展し、成長を遂げてきた。 

     また、国際港湾拠点として指定され、日本三大美港の一つとされる清水港は、

国際物流拠点としての一面だけでなく、近年ではクルーズ客船の寄港が増加し、

清水港周辺の賑わいをもたらしており、さらに、（仮称）静岡市海洋・地球総合ミ

ュージアムの整備を進めるなど、清水港を中心としたウォーターフロントエリアで

は、国際海洋文化都市を目指したまちづくりを行っている。 

     一方、過去には、昭和 49 年に発生した「七夕豪雨」により、巴川が氾濫し、市

内の多くの家屋が浸水し、さらに、由比地域においては、大規模な土砂崩れが

発生するなど、市内全域が甚大な被害に見舞われている。さらに、令和４年９月

の台風第 15 号では、記録的な大雨が降り、浸水被害や土砂崩れによる被害、

広範囲における断水など、甚大な被害が発生し、市民生活に大きな影響を及ぼ

した。 

本市は、「七夕豪雨」を契機に、「大谷川放水路」や「麻機遊水地」を整備し、

巴川流域での浸水被害を軽減するとともに、由比地域において国直轄の地す

べり工事を大規模かつ長期間にわたり実施し、我が国の重要な交通の大動脈

である東名高速道路、国道 1 号、JR 東海道線を地滑り災害から守り続けている。

また、令和４年台風第 15 号をはじめ、近年、全国的に風水害が頻発化、激甚化

している状況を踏まえ、今後の気象災害リスクなどの更なる高まりに適切に備え

るため、災害対応力を飛躍的に向上させていく様々な取組をとりまとめた「災害

対応力強化実施計画」を策定し、風水害への対応力強化を総合的に推進する

ため、11 の実施項目のもとに 45 の対策を掲げ、災害対応力強化に向けた取組

を進めている。 

     また、東日本大震災における甚大な津波被害を契機とし、静岡県は、あらゆる

可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波を含め、今後の地震・津波対

策の基礎資料とする「静岡県第４次地震被害想定」を公表しているが、その想定

では、沿岸地域の津波浸水、建物倒壊や火災延焼などによる被害が想定され

ている。 

     そこで、本市は、平成 25 年度に「静岡市地震・津波対策アクションプログラム」

を策定し、新たな津波被害想定への対策と災害対応力の強化など、津波から命

を守るための施設整備や、住宅の耐震化、地域防災力の向上などを行ってきた。 

     さらに、この「静岡市地震・津波対策アクションプログラム」を総合的かつ着実

に推進し、特に沿岸部にお住いの市民の皆さんの安全・安心な暮らしを守り、地
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域の賑わいと活気を保つために、平成 28 年度に「静岡市津波防災地域づくり

推進計画」を策定し、津波防災地域づくりを推進するための地域別方針を定め、

地域の特性と課題に応じた取組を行っている。 

 

 

２ 国土強靱化地域計画策定の趣旨 

（１）国土強靱化の趣旨 

「国土強靱化」とは、大規模自然災害などに備えるため、事前防災・減災 

と迅速な復旧復興に資する施策を、まちづくり政策や産業政策も含めた総

合的な取組として計画的に実施し、強靱な国づくりと地域づくりを推進す

るものである。 

つまり、大規模自然災害等の様々な危機を直視し、予断を持たずに最悪

の事態を念頭に置き、従来の「防災」の範囲を超えて、国土政策・産業政策

も含めた総合的な対応を、将来をも見据えながら行っていくものである。 

 

（２）国土強靱化基本計画 

   平成 25 年 12 月 11 日に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防

災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「基本法」という。）が公布・

施行され、国は、基本法第 10 条第 1項の規定に基づき、国土強靱化の基本

方針や国が本来果たすべき役割を踏まえ、国土強靱化に関する施策の推進

に関する基本的な計画（以下「国土強靱化基本計画」という。）を、平成 26

年６月に閣議決定し、国土強靱化基本計画の変更について平成 30 年 12 月

に閣議決定している。 

   さらに、中長期的な見通しに基づき、国土強靱化に関する施策を引き続き

計画的かつ着実に推進するため、国土強靱化実施中期計画に関する規定及

び国土強靱化推進会議に関する規定を設ける等の必要があることから、令

和５年６月に基本法の改正が行われ、近年の災害から得られた貴重な教訓

や社会経済情勢の変化等も踏まえて本計画を見直し、令和５年７月に閣議

決定している。 

   この国土強靱化基本計画は、他の国土強靱化に係る国の計画等の指針と

なるべきものであり、以下の事項について定めている。 

   一 国土強靱化基本計画の対象とする国土強靱化に関する施策の分野 

   二 国土強靱化に関する施策の政策に係る基本的な指針 

   三 前二号に掲げるもののほか、国土強靱化に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 



3 

 

 

（３）静岡県国土強靱化地域計画 

   静岡県は、日本の中心部に位置し、東名高速道路や東海道新幹線、東海道

本線をはじめとした日本の基幹的な東西交通ネットワークが集中しており、

大規模地震が発生した時などには、日本経済に壊滅的な打撃を与えること

が想定される。県は、静岡県を強靱化することが、日本全体の経済活動や首

都機能の維持などにつながるとして、「“ふじのくに”のフロンティアを拓く

取組」や「地震・津波対策アクションプログラム 2013」などの、国土強靱

化に先駆けた従来の取組を評価したうえで、基本法第 13 条第１項の規定に

基づき、平成 27 年４月静岡県の国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るための「静岡県国土強靱化地域計画」を策定、令和２年３月

に改訂を行っている。 

 

（４）静岡市国土強靱化地域計画 

令和２年 11 月に「“強くてしなやかな”静岡」の実現を理念とした「静

岡市国土強靱化地域計画」を策定し、令和３年 10 月に機構改正に伴う改定

を行っている。 

令和４年には台風第 15 号の影響により、記録的な雨が降り、市内各所に

おいて大規模な浸水被害や土砂崩れ等が発生するほか、広範囲において断水

するなど、甚大な被害が発生したことで市民生活に大きな影響を及ぼした。

また、令和５年３月には市政運営の最も基本となる「第４次静岡市総合計画」

が策定された。そのため、被災の教訓や総合計画との整合を図る必要がある

ことから、令和６年●月に「静岡市国土強靱化地域計画」の改定を行う。 

 

３ 計画の位置づけ 

本計画は、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に

資する国土強靱化基本法（平成 25 年法律第 95 号）」第 13 条の規定に基づ

き、国の基本計画との調和を保ち、静岡県の策定した地域計画とも調和を図

りながら、本市総合計画に位置付ける各分野・各計画を横断し、連携を図り、

本市における国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

の基本的な計画として位置づけるものである。 
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また、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、本市で想定される災害種別

として「一般対策編（風水害、大火災、大爆発及び大事故等）」、「地震対策編」、

「津波対策編」に分け、「災害予防計画」、「災害応急対策」、「災害復旧計画」

に係る事務・業務について総合的に定めた静岡市地域防災計画等を踏まえ、災

害リスクを特定・評価し、それに対応する施策を位置付け推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 国土強靱化地域計画と地域防災計画との関係 

「国土強靱化」と「防災」は、災害への対策という点で共通するが、下記の違

いがある。 

 

 

 

 

  

 国土強靱化地域計画は、最悪の事態を起こさない（重要な機能が機能不全に陥

らず迅速な復旧復興を可能とする）仕組みづくり、地域づくりを平時から持続的

に展開する方向性・内容・取組をとりまとめたものであり、大規模自然災害時に、

人命を守り、経済社会への被害が致命的にならないようにする「強さ」と、受け

た被害から迅速に回復する「しなやかさ」を備えた国土・経済社会システムを平

時から構築することを目指す計画である。 

国土強靱化 あらゆるリスクを見据えつつ、どんな事が起ころうとも最悪な事態に

陥る事が避けられるような「強靱」な行政機能や地域社会、地域経済を

事前につくりあげていこうとするもの 

防災 地震や洪水などのリスクを特定し、そのリスクに対する対応をとりま

とめるもの 
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５ 国土強靱化地域計画と地域防災計画の違い 
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６ 基本理念 

   本市では、国土強靱化の趣旨を踏まえ、大規模災害に係る復旧・復興段階

をも事前に見据え、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と

それに備える様々な事業を実施することにより、「“強くてしなやかな”静

岡」の実現を理念とし、「安全・安心をみんなで創る、強くしなやかで持続

可能なまち」を目指すものとする。 

 

７ 基本目標 

   いかなる災害等が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化を図ること 

④ 迅速な復旧復興を果たすこと 

を基本目標とする。 

   なお、国土強靱化に関する施策の推進にあたっては、国の「国土強靱化基

本計画」に定める「国土強靱化政策の展開方向」（P８第１章 ９参照）に則

りつつ、「静岡県国土強靱化地域計画」との調和を図りながら取り組むこと

とする。 

 

８ 静岡市国土強靱化地域計画とＳＤＧｓ 

ＳＤＧｓは、2015 年国連サミットで採択された、持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals）であり、「誰一人取り残さない」理念の

もと、全ての国や地域が取り組む共通の目標である。 

このため、本計画においては、強靱なまちづくりを進めるうえでＳＤＧｓ

ゴール１１を特に意識し、都市の持続可能な発展（産業・経済の振興）、暮

らしの充実（安全・安心の確保）、被災時からの復興をより強固に図る。さ

らに、市民、企業、団体など様々なステークホルダーと連携し、「世界に輝

く静岡」の実現を確たるものにしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

静岡市は世界標準のまちづくりを進めています。 

7 
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９ 国土強靱化政策の展開方向（国土強靱化基本計画から引用） 

近年、異常気象は激甚化・頻発化し、我が国の豪雨発生頻度が増大している 

 一方で、これまでの国土強靱化の着実な取組により、令和４年の台風第 14 号

において過去の災害と比較して浸水戸数が 96％軽減されるなど、大規模な被

害を抑制する効果が発揮されている。  

こうした点や前節で述べた「中長期的に取り組むべき課題」を踏まえ、中長 

 期的かつ明確な見通しの下、継続的・安定的に防災・減災、国土強靱化の取組

を進めていくことが重要であり、デジタル田園都市国家構想総合戦略や“新時

代に地域力をつなぐ国土”を目指す「国土形成計画（全国計画）（令和５年７

月 28 日閣議決定）」と一体として、取組を一層強化していく必要がある。  

これまで進めてきた「国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理」、 

「経済発展の基盤となる交通・通信・エネルギーなどライフラインの強靱化」、 

「災害時における事業継続性確保を始めとした官民連携強化」の取組に加え、 

「デジタル等新技術の活用による国土強靱化施策の高度化」、「地域における防 

災力の一層の強化による『地域力の発揮』」の２点を新たな施策の柱とし、国 

土強靱化に、デジタルと地域力を最大限いかしていく。  

具体的には、以下の「国土強靱化政策の展開方向」に沿って取組を進める。 

 

国土強靱化政策の展開方向 

（１）国民の生命と財 

産を守る防災インフラ

の整備・管理 

１）被害を最小に抑え、地域経済を支える防災インフラの整備  

２）予防保全型メンテナンスへの本格転換など防災インフラ施設の老朽化対

策 

３）既存の防災インフラにおける操作の高度化・効率化 

４）避難所としても活用される学校施設等の環境改善・防災機能の強化 

５）自然環境が有する多様な機能（グリーンインフラ）の活用 

６）建設・医療を始め国土強靱化に携わるあらゆる人材の育成、防災体制・機

能の拡充・強化 

（２）経済発展の基盤

となる交通・通信・エネ

ルギーなどライフライ

ンの強靱化 

１）壊滅的な損害を受けない耐災害性の高い構造物補強  

２）人員の避難・物資輸送の強化・複数経路の確保・防災拠点の整備 

３）予防保全型メンテナンスへの本格転換などライフライン施設の老朽化対

策 

４）災害発生時にも安定的な通信サービスを可能な限り確保 

５）災害や海外情勢の変化にも強靱なエネルギー・食料の安全保障と水の安定

供給 

（３）デジタル等新技

術の活用による国土強

１）線状降水帯の予測精度向上等により気象予測等の課題をデジタルで克服  

２）事前防災・地域防災に必要な情報の創出・確度向上・デジタルでの共有 
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靱化施策の高度化 ３）被災者の救援救護や災害時の住民との情報共有にデジタル（ロボット・ド

ローン・AI 等）を最大限活用 

４）災害時における個人確認の迅速化・高度化 

５）デジタルを活用した地方の安全・安心の確保 

６）災害時にもデータを失うことがないよう分散管理 

７）デジタルを活用した交通・物流ネットワークの確保 

８）その他様々な地域の課題をデジタルで解決 

（４）災害時における

事業継続性確保を始め

とした官民連携強化 

１）国内におけるサプライチェーンの複線化や工場等の分散など災害等に強

い産業構造  

２）民間施設でも早期に強靱な構造物へ補強等が可能な支援 

３）民間施設においても適切な情報伝達と早期避難が可能な支援 

４）非常電源設備を始め民間施設のライフライン確保へ支援 

５）防災投資や民間資金活用・公共性の高い民間インフラの維持管理など官民

連携の強化 

６）企業体としての社員に対する防災教育の充実 

７）医療の事業継続性確保の支援 

８）大規模災害時における遺体の埋火葬の実施体制の確保 

（５）地域における防

災力の一層の強化 

１）避難生活における災害関連死の最大限防止  

２）地域一体となった人とコミュニティのレジリエンスの向上 

３）地元企業や NPO 等の多様な市民セクターの参画による地域防災力の向上 

４）DEI（多様性・公平性・包摂性）の観点を踏まえた SDGs との協調 

５）男女共同参画・女性の視点に立った防災・災害対応・復旧復興の推進 

６）高齢者・障害者・こども等の要配慮者へのデジタル対応を含めた支援 

７）若者から高齢者まで幅広い年齢層における防災教育・広報と要配慮者を含

めた双方向のコミュニケーション 

８）外国人も含めた格差のない情報発信・伝達 

９）地域の貴重な文化財を守る防災対策と地域独自の文化や生活様式の伝承 

10）地域特性を踏まえた教育機関や地域産業との連携 

11）国際社会との連携による被災地域の早期復興と「仙台防災枠組 2015-2030」

に基づく国際社会への貢献 

12）近傍／遠距離の地方公共団体の交流等を通じた被災地相互支援の充実 

13）国土強靱化地域計画の再チェックとハード・ソフト両面の内容の充実 
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第２章 静岡市の概要 

 １ 本市の概況 

（１）地勢 

   本市は、南に駿河湾、北に南アルプスの 3,000ｍ級の高峰を擁し、首都圏 

  と中京圏の中間であり、長野県と山梨県に接する位置にある。 

市域の総面積のうち、約 76％を森林が占めており、北部を南流する大井川

の上流部、市域の中央部を南流する安倍川及びその支流、長尾川を含む巴川、

市域の東部に位置する蒲原地区の東側には沖積低地等の平坦地は僅かしか

ない。市域の総面積から森林面積を差し引いた可住地面積は約24％である。 

   気候は温暖であり、年平均気温は 17.7℃となり、年間降水量は 2,511.0 ㎜ 

年間日照時間は 2,304.4 時間である。日照時間の割に雨量が比較的多いが、 

雪は少なく穏やかな気候を特徴としている。 

（２）人口 

本市の総人口は、令和６年３月 31 日現在の住民基本台帳によると、

675,610 人である。 

   年齢別人口では、年少人口（15 歳未満）は 72,348 人、生産年齢人口（15

歳～64 歳）は 392,990 人でともに減少傾向にある。 

   老年人口（65歳以上）は 210,272 人で人口構成比の約 30％を占めている。 

（３）建物 

   令和６年１月１日現在の本市の建物棟数は、課税家屋総数は約 33 万９千

棟であり、このうち約７割が木造住宅となっている。 

   また、本市には、デパート、映画館、旅館、遊技場等の不特定多数の人々

が利用する施設（特定用途防火対象物）が多数あり、高さが 31ｍを超える

建築物も複数ある。 

このような都市空間の高度利用を目的として、高層建築の発展とともに、

地下の利用も促進され、いわゆる地下街といわれる街形態を形成している。

地下街は毎日多数の人々が通路として利用し、又はショッピングに、飲食に

と多様な目的をもって流入し、新たな都市型の危険要因を生み出している。 

（４）道路 

   本市内の道路は、高速自動車道３路線（東名高速道路、新東名高速道路、

中部横断自動車道）約 87 ㎞、直轄国道２路線（１号、52 号）約 81 ㎞、一

般国道３路線（149 号、150 号、362 号）約 55 ㎞、県道 35 路線約 465 ㎞、

市道 10,596 路線約 2,851 ㎞、総延長 3,539 ㎞となっている。 

（５）道路橋 

   本市管理道路橋は、2,603 橋（令和６年３月末時点）となっている。 
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（６）鉄道 

   本市内を通る鉄道は、東海道新幹線、東海道本線及び私鉄の静岡鉄道(静

岡清水線)、大井川鐵道（井川線）である。 

県庁所在地である本市は、行政及び商業の中心として県内でも重要な位置

を占めており、鉄道利用者の一日の乗車人数はJR東海道本線が約7.6万人、

静岡清水線が約 2.6 万人である。 

 

 ２ 過去の災害履歴 

（１）主な地震被害 
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（２）主な風水害・土砂災害 
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第３章 脆弱性評価 

 １ 脆弱性評価とは 

脆弱性評価は、４つの基本目標を達成するため、「事前に備えるべき目

標」とその妨げとなるものとして「リスクシナリオ（起きてはならない最

悪の事態）」を想定・設定し、リスクシナリオごとに本市の防災・減災、そ

の他迅速な復旧・復興等に資する施策を整理して、リスクを避けるための

施策の有無や偏り、その進捗状況等を総合的かつ客観的に評価することに

よって課題を洗い出すことである。 

 

２ 対象とする災害 

自然災害の中で、本市地域特性上、最も甚大な被害を及ぼすと想定され

る「南海トラフ巨大地震」における地震・津波を中心に、台風・豪雨等に

よる風水害やそれに伴う感染症対策、富士山噴火、土砂災害等を含めた大

規模自然災害を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 震度分布図（南海トラフ巨大地震 基本ケース） 
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３ リスクシナリオ設定 

対象とする災害を踏まえ、国及び静岡県で設定されたリスクシナリオを

基本としつつ、本市の地域特性や基礎自治体としての役割を踏まえ、７つ

の「事前に備えるべき目標」と 40 の「リスクシナリオ」を以下のとおり

整理・設定した。 

なお、脆弱性評価にあたっては、投入される人材その他の必要な資機材、

装備品等も含め、必要数の検討等を行った上で、実施することとする。 

静岡県第４次地震被害想定 

津波浸水想定区域 

静岡県第４次地震被害想定 

液状化可能性メッシュ 
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【リスクシナリオ一覧】 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

１ 大規模自然災害が発生した

時でも、人命の保護が最大限図

られる。 

1‐1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

1‐2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 

1‐3 

台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水に

よる死傷者の発生（ため池の損壊によるものや、防災イン

フラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱

な防災能力の長期化に伴うものを含む） 

1‐4 
大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、

後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事態 

1‐5 
情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅

れ等で多数の死傷者が発生 

1‐6 
火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発

生 

２ 大規模自然災害発生直後か

ら救助・救急、医療活動等が迅

速に行われるとともに、被災者

等の健康・避難生活環境を確実

に確保することにより、関連死

を最大限防ぐ 。 

2‐1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物

資エネルギー供給の停止 

2‐2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2‐3 
消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の

絶対的不足 

2‐4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2‐5 
想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）

への水・食料等の供給不足 

2‐6 
医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、医療機能の麻

痺 

2‐7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2‐8 
避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない

事態 

2‐9 
緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸

送ができない事態 

2‐10 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多

数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 

2‐11 
応急仮設住宅等の住居支援対策の遅延による避難生活の

長期化 

2－12 
被災者へのきめ細かい支援の不足による心身の健康被害

の発生 
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３ 大規模自然災害発生直後か

ら必要不可欠な行政機能は確保

する。 

3‐1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 大規模自然災害発生後であ

っても、経済活動（サプライチ

ェーンを含む）を機能不全に陥

らせない。 

4‐1 
サプライチェーンの寸断等による企業の生産力の低下に

よる経済活動の停滞 

4‐2 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

4‐3 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上）の機能停止 

4‐4 食料等の安定供給の停滞 

4‐5 
観光業、商業、農業、漁業等あらゆる産業の被害拡大と産

業の停滞 

4‐6 
農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的

機能の低下 

５ 大規模自然災害発生後であ

っても、必要不可欠な情報通信

機能、生活・経済活動に必要最

小限の電気、ガス、上下水道、

燃料、交通ネットワーク等を確

保するとともに、これらの早期

復旧を図る。 

5‐1 

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、イ

ンターネット・SNS など、災害時に活用する情報サービス

が機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

5‐2 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期

間・大規模にわたる機能の停止 

5‐3 
都市ガス供給・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長

期間にわたる機能の停止 

5‐4 上下水道等の長期間にわたる機能停止 

5‐5 地域交通ネットワークが分断する事態 

６ 大規模自然災害発生後であ

っても、地域社会・経済が迅速

に再建・回復できる条件を整備

する。 

6‐1 
大量に発生する災害廃棄物・災害発生土砂の処理の停滞に

より、復旧・復興が大幅に遅れる事態 

6‐2 
道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足によ

り復旧・復興が大幅に遅れる事態 

6‐3 
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

6‐4 
緊急輸送路、鉄道等の基幹インフラの損壊により、復旧・

復興が大幅に遅れる事態 

6‐5 
広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復

旧・復興が大幅に遅れる事態 

6‐6 
被災者の住居や職の確保ができず、生活再建が大幅に遅れ

る事態 
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6‐7 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩

壊等による有形、無形の文化的衰退・喪失 

6‐8 
境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・

復興が大幅に遅れる事態 

6‐9 
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・

倒産等による地域経済等への甚大な影響 

７ 防災・減災と地域成長を両

立させた魅力ある地域づくり 
7‐1 

人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が

生じる事態 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 

 

４ プログラムごとの脆弱性の評価結果 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）を回避するために必要な、事

前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する施策群を「プログラム」として

整理し、プログラムごとの現状の脆弱性についてまとめた。 

 

 

 

 

１ 大規模自然災害が発生した時でも、人命の保護が最大限図られる。 

1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

＜被害想定＞【地震】(第４次地震被害想定レベル２) 

建物全壊：約 83,000 棟（うち地震動：約 40,000 棟） 

人的被害：死者数 約 15,100 人（うち建物倒壊：約 1,400 人） 

（１）住宅・建築物の耐震化と空き家対策の推進 （都市局） 

〇住宅・建築物の耐震化を促進するためには、建物の所有者が、地震による建

物倒壊と火災の発生は、自分と地域に多大な悪影響を及ぼす問題であると捉

え、耐震化に対する意識を高めていくことが必要である。 

○第３次静岡市耐震改修促進計画（計画期間：令和３年度から令和７年度）の

中で、住宅と特定建築物の耐震化率を、令和７年度末までに 95％にする目

標を定めている。 

〇令和４年度末時点での住宅の耐震化率は、92.6％となっており、一定の進捗

は見られるが、引き続き耐震化の普及啓発活動を継続するなど、耐震化促進

のための取組が必要である。 

〇適切な管理が行われていない空家等については、防災上の観点からも課題と

なる場合があるため、令和４年度末に静岡市空家等対策計画（計画期間：令

和５年度～令和 14 年度）を改定し、空家等に関する施策を総合的かつ計画

的に実施している。 

【取組内容】 

・住宅・建築物耐震改修事業 

・ブロック塀耐震改修事業 

・住宅・建築物アスベスト改修事業 

（２）多くの市民が利用する大規模な建築物の耐震化の促進 （都市局） 

○市立の小中学校及び高等学校の耐震化率は建築基準法で定められた基準を

上回る文部科学省補助基準で 100%となっているが、さらに割り増しをした

市基準の耐震化率についても 100％を目指し、今後も耐震対策を推進する必
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要がある。 

○多くの市民が利用する大規模な建築物は、大規模地震に対して倒壊せず、利

用者の命を守ることはもとより、避難所等の防災拠点としての機能確保のた

め、耐震対策を推進する必要がある。 

【取組内容】 

・公立小中学校校舎耐震補強事業 

・公共建築物の耐震対策の推進   

・住宅・建築物耐震改修事業  

（３）地域における災害対応力の強化 （危機管理局、都市局） 

○災害から生命や財産を守るためには、行政が市民や地域の活動を支援する

「公助」だけでなく、市民自らが主体的に取組む「自助」、地域住民が互いに      

手を取り助け合う「共助」が必要であり、地域における災害対応力の強化が

必要となる。 

○感震ブレーカーの設置については、市民から補助制度の問合せ等があり、在

宅生活継続の実現性をより高める必要がある。静岡市では、特に木造住宅へ

の感震ブレーカー普及の促進を図っている。 

【取組内容】 

・感震ブレーカー設置事業 

（４）消防施設・設備の充実と地域消防力の強化 （都市局、消防局） 

○大規模災害の発生に備え、地域防災力を強化するため、消防施設・設備の充

実等の社会資本整備の推進が求められている。 

○耐震性防火用貯水槽等を計画的に整備する必要があり、令和４年度末時点で

1,168 基整備済み、令和８年度末までに 1,171 基整備予定である。 

○消防団施設について、著しい老朽化や耐震性の劣る消防団施設がある事か

ら、耐震化や建替え等が必要となる。令和４年度末時点の耐震化率は 81.2％

であることから、令和８年度末時点で 84.5％を目標とし、事業推進を図っ

ている。 

【取組内容】 

・耐震性防火用貯水槽等の整備 

・高規格救急自動車資器材の更新事業 

・消防団施設の耐震化事業 

・消防総合情報システム更新事業 
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1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 

＜被害想定＞【津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

津波浸水面積：約 17.7 ㎢、津波による建物被害：2,500 棟 

津波による人的被害：死者数 約 12,600 人 

（１）津波、高潮対策施設及び設備の整備（危機管理局、上下水道局、建設局） 

○第４次地震被害想定で推計したレベル１の津波を対象に、施設高が不足して

いる漁港や防潮堤、岸壁等について、津波や高潮を防御できる高さまで嵩上

げする対策を進めている。 

○津波避難 施設整備計画に基づき 19 施設は整備済み、津波避難ビル指定を 

146 施設実施したことにより、避難対策の充実・強化を図っている。 

○津波の雨水管路内遡上による上流域の浸水被害等を防止するために吐口ゲ

ート施設及び遠方監視施設の設置を進めている。 

○市が管理している重要な河川構造物の耐震・耐津波対策として、施設の耐震

補強や津波の遡上を防止するためのフラップゲート等を設置し、地震・津波

に対する被害軽減を図っている。 

【取組内容】 

・津波避難ビル追加指定事業 

・避難誘導標識、誘導路面シート設置事業 

・下水道管・施設の津波対策 

・海岸保全施設整備事業 

・河川構造物耐震・津波対策事業 

（２）漁業従事者や周辺住民の安全確保 （経済局） 

○「津波避難対策緊急事業計画」に基づく避難施設の整備 

〇「駿河湾海岸保全基本計画」に基づく胸壁整備や離岸堤の老朽化対策などに

より、海岸保全区域を高潮等の被害から守る事業を執行している。 

○漁港の長寿命化と台風被害軽減のため、機能保全計画に基づく予防保全と施

設の機能強化を推進している。 

【取組内容】 

・海岸保全施設整備事業 

・海岸メンテナンス事業 

・用宗漁港陸閘改良事業 

・漁港施設機能強化事業 

・水産物供給基盤機能保全事業 
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1-3 台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の

発生（ため池の損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不全等に

よる洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む） 

＜被害想定＞【風水害】 

・死傷者の発生 ・建物、住宅地、農地等への浸水 

・交通ネットワークの機能停止 

（１）河川改修及び雨水対策施設等の整備 （建設局、上下水道局） 

〇近年、都市化の進展に伴う雨水流出量の増大に加え、局地的かつ短時間の集

中豪雨等による浸水被害が市内各地で発生しているため、河川・下水道の基

幹整備、雨水流出抑制等により浸水被害の早期軽減が肝要である。 

〇急速な市街化に伴う環境の変化は、都市の治水機能低下と環境悪化を招いて

おり、河川の整備を積極的に進めていくことが求められている。 

〇二級河川巴川は、昭和 30 年代から人口の増大及び市街化の進展に伴い洪水

が頻発したことから、流域も含めた治水事業による総合治水対策を推進して

いる。 

〇令和４年の台風第 15 号の浸水被害を踏まえ、特に巴川流域において、災害

発生時における早期の避難行動につなげるため、気象予報、雨量、河川水位

等の情報を基に、河川の水位や氾濫域を予測し、その情報を提供するシステ

ムを導入することで、防災対策の強化を図っている。 

〇浸水被害の早期軽減に取り組む浸水対策推進プランを策定し、浸水対策地区

41 地区について河川改修事業、雨水幹線・ポンプ場整備事業などにより進

捗を図っており、令和４年度末進捗率は、68.3％であり、浸水対策に一定の

効果を発現している。 

【取組内容】 

・雨水幹線・ポンプ場整備事業 

・雨水総合排水計画の更新 

・静岡市浸水対策推進プラン 

・安倍川圏域総合流域防災事業（秋山川） 

・巴川流域貯留浸透施設整備事業 

・浜川広域河川改修事業 

・安倍川直轄河川改修促進事業 

・巴川麻機遊水地総合治水対策緊急河川促進事業 

・巴川流域治水対策事業 

（２）洪水ハザードマップの周知とマイタイムラインの啓発（危機管理局） 

○災害時のタイムライン（時系列の行動計画）の作成について、市民へ必要性

の啓発を実施し、市民や地域の防災・減災意識の向上を図っている。 
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【取組内容】 

・市民によるマイタイムライン作成の必要性啓発 

（３）農業用取水施設等の整備・補強 （経済局） 

〇河川堤防に設置されている遊休化した樋管等の取水施設は、大雨等の異常気

象時に堤防決壊の原因となりかねないため、遊休施設を撤去し、災害を未然

に防止していく。 

【取組内容】 

・団体営ため池等整備事業 

（４）地下街等の都市型水害等の対策 （危機管理局、建設局、都市局） 

〇都市部における集中豪雨等による災害は、広域的な市街地の浸水、準地下街

等の地下空間の浸水、停電や電話の通信不調などのライフライン機能の低

下、鉄道の不通や道路交通規制等による交通機能の混乱等、様々な分野で広

範な被害を発生させ、都市機能のまひ状態を引き起こすため、都市型水害対

策を図る必要がある。 

○地下街等不特定かつ多数の利用者がいる施設等においては、施設管理者と連

携して、避難誘導等安全体制の確保に配慮する必要がある。 

【取組内容】 

・「地下道に係る避難確保及び浸水防止計画」の周知、体制強化等 

・「静岡市地下道等の設置に関する指導要綱」に基づく排水設備設置指導 

（５）ため池施設の改修  （経済局） 

○災害を未然に防止するため年次定期点検等を実施し、老朽化し損傷している

ため池の改修等を行う。 

【取組内容】 

・団体営ため池等整備事業 

 

 

1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわた

り国土の脆弱性が高まる事態 

＜被害想定＞【土砂災害】 

・死傷者の発生 ・建物の倒壊、農地・森林の荒廃 

・市内の土砂災害危険箇所（令和５年３月 31 日現在）： 

  土砂災害危険箇所数 3,092 箇所、土砂災害警戒区域指定数：3,009 箇所 

（１）土砂災害防止に向けた国、県との協議と市民への土砂災害警戒区域の周

知（建設局、都市局） 

〇地すべり防止施設、砂防施設、急傾斜地崩壊防止施設の整備は、同時多発的

に発生する土砂災害に対して有効であるため着実に進めていく必要がある。 
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〇清水区由比地区においては、国道１号、東名高速道路、JR 東海道本線といっ

た東西の重要交通網が集中していることから、大規模自然災害に対する安全

度の向上が早期に図られるよう国土交通省に働きかけ、引き続き事業推進の

体制を構築していく必要がある。 

〇急傾斜地崩壊危険区域の指定（がけ地の行為の制限、がけ下建物の建て替え

の制限、工事の実施等）は静岡県が実施しており、本市としては、指定促進

するための測量・地元要望のとりまとめを行うとともに、早期に対策が図ら

れるよう静岡県に働きかけ、引き続き事業推進の体制を構築していく必要が

ある。 

〇施設整備には予算と時間がかかることから、土砂災害の恐れのある区域につ

いて、地域住民への危険箇所の周知、警戒避難体制の整備など土砂災害から

生命を守るための行動を促すソフト対策に努める必要がある。 

〇急傾斜地崩壊危険箇所は 2,039 箇所、そのうち、保全人家５戸以上で高さ５

ｍ以上の採択可能箇所数は 654 箇所、令和８年度までに、急傾斜地崩壊対策

施設 319 箇所（整備率 48.8％）を指標とし事業推進に取り組んでいく。令

和４年度末現在で、309 箇所が概成（整備率 47.2％）であり、一定の効果発

現が期待できる。 

【取組内容】 

・土砂災害等防止に関する事業 

・急傾斜地崩壊対策事業の促進 

・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域の指定箇所の周知 

・がけ地近接危険住宅移転事業 

・由比地区直轄地すべり対策事業の促進 

（２）林地崩壊と山地災害の発生を防ぐ （経済局、環境局） 

〇本市は、急峻な地形、脆弱な地質に存立していることに加え、集中豪雨の際

には、山崩れが発生する危険性を有している。 

〇本市の治山累計施設数は 1,000 箇所以上あり、森林の維持、造成等を通じ

て、水源の涵養、山地災害の防止や被害の減少等を図っている。 

〇太陽光発電所を山地に設置する場合などには、山林の脆弱性が高まる恐れが

あることから、本市は太陽光発電設備適正導入ガイドラインを作成し、防災・

安全面の配慮等、設置にあたって事業者が配慮すべき事項を内外に示してい

る。 

【取組内容】 

・林地荒廃防止施設整備事業 

・森林法に基づく林地開発許可制度 

・太陽光発電設備適正導入ガイドラインの運用 
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1-5 情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の

死傷者が発生 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定) 

津波浸水面積：約 17.7 ㎢、津波による建物被害：2,500 棟 

津波による人的被害：死者数 約 12,600 人 

（１）防災関連情報の伝達手段の多様化 （危機管理局・保健福祉長寿局・上

下水道局） 

〇地震・津波・気象警報などの緊急情報を市民へ一斉に伝達するため、同報無

線のデジタル化整備に取り組んでいる。 

〇市民が必要とする防災情報を一元化し、正確かつ迅速な情報発信を行うた

め、防災情報ポータルサイトの運用を開始している。 

〇広範囲における被害情報を迅速に収集し、適時適切な災害対応を行うととも

に被害情報や支援情報等を地図画面などで総合的に発信し、安全な避難行動

や必要な支援につなげるため、災害時総合情報サイトの構築に取り組んでい

る。 

〇災害時に速やかに被害情報を収集し、被害の全体像を可視化するとともに、

外部機関へ被害情報を提供することで、迅速かつ効率的な人命救助や応急復

旧につなげるため、災害時３次元点群データ活用事業に取り組んでいる。 

【取組内容】 

・同報無線デジタル化整備事業 

・防災情報ポータルサイトの運用 

・静岡型災害時総合情報サイトの開設 

・災害時３次元点群データ活用事業（ドローン×統合型 GIS） 

・災害時情報通信手段整備事業（公共安全モバイルシステム） 

・浸水センサによる浸水情報の収集・周知 

・災害情報一斉 FAX 送信事業  

（２）地域の自主防災組織や小中学校、外国人の防災意識の向上（危機管理局、

観光交流文化局、上下水道局） 

○自主防災組織による地域防災訓練の実施率は、100％であるのに対し、中・

高生の参加率は 84％となっており、将来を担う防災に係る人材育成、自助・

共助の意識向上を図る必要がある。 

○外国人や女性の視点を取り入れた地域での防災体制づくり強化の必要があ

り、外国人を対象とした防災意識啓発セミナー実施の必要がある。 

○児童生徒が災害への意識を高めたり、地域防災の一翼を担うことができる力

を身に付けたりするために、防災アドバイザー派遣事業を実施し、防災教育

の充実を図っている。 
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○説明会や出前講座を通じてハザードマップを活用してもらうことで、市民の

防災意識の向上を図る必要がある。 

【取組内容】 

・自主防災組織による地域防災訓練の実施 

・沿岸部市立小中学校津波避難教育事業 

・外国人住民向け防災事業の実施 

・小中学校への防災アドバイザー派遣事業 

・内水、洪水ハザードマップの作成と地域住民への説明会の開催 

 

 

1-6 火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発生 

＜被害想定＞【富士山噴火】 

・死傷者の発生 ・建物の倒壊、農地・森林の荒廃 

・交通ネットワークの機能停止 

（１）富士山火山防災マップの周知 （危機管理局） 

〇富士山火山防災対策協議会が、令和３年３月に公表した「富士山ハザード

マップ」の結果を踏まえ、富士山が噴火した場合に被害が想定されるエリ

アでは、適切な避難行動が図れるよう、周知・啓発をする必要がある。 

【取組内容】 

・静岡市富士山火山防災マップの周知と地元説明会の開催 

 

 

 

 

２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われると

ともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保することにより、関連死を

最大限防ぐ 。 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資エネルギー

供給の停止 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・物資の不足 １～３日目の計：給水約 0トン、食料約 0万食 

      ４～７日目の計：給水約 36,640 トン、食料約 130 万食 

・上水道の断水率（直後）  ：98％ 復旧５週間程度 

（１）物資供給体制の整備 （危機管理局・上下水道局） 

○約 100 万食の非常食を備蓄しており、期限に応じて毎年更新している。 
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○市内の食品業者やドラックストアなどと食料提供の協定を締結し、市の備蓄

食料の補完を民間事業者に委ねている。 

○南海トラフ巨大地震を想定し、発災直後の応急対策について的確に対応する

ため、物資受入拠点を開設・運営するとともに、国からのプッシュ型及び協

定市などからの支援の受け入れに関する地震防災訓練を実施している。 

○食料の備蓄や災害協定の締結、物資受入訓練の実施など、大規模災害時の物

資供給の体制が整備されているが、さらに、訓練等を通じて物資受入の際の

課題を検証するとともに、市の受援計画の実効性を確保するための取組を行

うべきである。 

【取組内容】 

・市の緊急物資備蓄の促進 

・給水拠点整備事業 

・民間事業者との協力協定の締結 

 

 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

＜被害想定＞ 

建物倒壊、地盤の液状化、延焼火災発生、沿岸部では大津波が襲来、中山間地では山・

がけ崩れが発生し、孤立集落が発生した。 

（１）孤立地域における救難支援体制 （消防局、経済局、建設局） 

○大規模災害時等における道路途絶時、迅速な救援支援を可能とするための体

制を整えるとともに、迅速、的確に市民を守るため、ヘリコプターの誘導訓

練等を実施している。 

○ヘリコプターが活動できる割合として 100％を維持できるよう防災体制の

強化に取り組んでいる。 

○国道、県道、市道の防災・震災対策を推進するとともに、県と連携して山間

地における治山対策を行うとともに、迂回路となる農道や林道の整備、維持

を行い、避難路や代替輸送路の確保に繋がる取組を促進する必要がある。 

【取組内容】 

・ヘリコプターを利用した消防体制の強化 

・ヘリコプター誘導訓練 

・孤立予想集落対策の促進（通信手段の確保） 

・林道整備の推進 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 
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2-3 消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

＜被害想定＞【地震・津波】 

・自力脱出困難者数（地震動）：約 8,300 人 

・要救助者数（津波）    ：約 8,100 人 

（１）常備消防と消防団の体制強化 （消防局） 

〇大規模地震発生時等、他県からの緊急消防援助隊を受援した際、適時適切な

情報提供をすることで情報の共有化と被害軽減を図るためのシステムデー

タの更新を計画的に行う必要があり、毎年、年２回更新を継続実施する。 

〇大規模災害に係る被害の軽減を図るため、宿営可能な屋内施設を有する進出

拠点を指定し、他県からの応援部隊の野営等に係る負担を軽減、消防活動に

専念できる体制を取っている。令和４年度末時点で６箇所の拠点を確保し、

今後も維持していく。 

〇地域防災力向上のため、消防団員の入団者数の目標数を毎年度 80 人として

おり、入団促進事業を継続実施する。 

【取組内容】 

・消防活動支援情報 ICT 化促進事業 

・緊急消防援助隊進出拠点の維持 

・消防団員の確保 

・消防車等整備事業 

 

 

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

＜被害想定＞【地震・津波】（第４次地震被害想定） 

・電力の停電率（直後）：89％、（１週間後）：葵区８％、駿河区９％、清水区 17％ 

・上水道の断水率（直後）：98％ 復旧５週間程度 

（１）救急・医療活動における電力供給体制の確保（保健福祉長寿局・消防局） 

〇災害時における電力供給の途絶に備え、病院等医療機関における燃料タンク

や自家発電装置が必要となる。令和４年時点で、通常時の６割程度の発電容

量のある自家発電機で３日程度の燃料を確保している災害拠点病院が４拠

点整備されている。 

〇輸送路途絶等により、消防ヘリコプターの活動不可とならないよう、災害か

ら３日程度の活動に必要な航空燃料を備蓄し、計画的な入れ替え（航空燃料

の保管期間６ヵ月）により有事に備える体制を確保している。 

【取組内容】 
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・災害拠点病院の自家発電装置 

・消防ヘリコプター維持管理事業 

 

 

2-5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料

等の供給不足 

＜被害想定＞【地震】(第４次地震被害想定)  

（観光・出張客）約３万１千人 

（１）緊急物資備蓄の促進、帰宅困難者への情報提供（危機管理局、上下水道

局） 

〇大規模自然災害発生時、交通機関や観光施設、事業所等においては、その施

設や事業所内に利用者等を留めておくことが必要となることから、飲料水や

食料等の緊急物資の貯蓄の周知、促進を図る必要がある。 

〇市の緊急物資の備蓄は、令和５年末時点で食料（約 100 万食）を備蓄してお

り、期限に応じて毎年更新している。食糧の更新を継続していくとともに、

民間事業者との救援物資供給に関する協定を締結するなど、体制強化を図

る。 

〇帰宅困難者への適時・適切な情報提供を図るため、道の駅や民間事業者と締

結した協定に基づき、迅速に提供を行う体制の強化を図る。 

【取組内容】 

・緊急物資備蓄の継続 

・民間事業者との協力協定による体制強化 

 

 

2-6 医療施設及び関係者等の絶対的不足・医療機能の麻痺 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

医療対応不足数：入院 約 5,700 人、外来： 約 6,900 人 

日常受療困難者：入院 約 1,900 人、外来：  約 16,000 人 

（１）医療救護体制の整備 （保健福祉長寿局） 

〇大規模災害時を想定し、救護所、救護病院等の医療救護施設の整備、医療救

護本部体制の整備を図ってきているが、医療救護本部の体制強化や救護所資

機材の充実を図る必要がある。 

〇地域防災訓練等に合わせて救護所訓練等を実施しており、医療従事者を含め

訓練参加者数として、1,200 人参加する訓練となるよう、今後も継続するこ
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とで体制の強化を図る。 

〇平成 27 年に医薬品・医療機器などの更新計画を見直し、継続した更新作業

を行い続けることで医療機能の麻痺を防いでいく。 

○災害時に医薬品等の提供（費用弁償）を受けるため、ドラッグストアと協定

を締結しており、医薬品調達訓練を実施し続けることで、地区支部や自主防

災組織との連携や、ドラッグストアへの周知を図り、医療救護体制の強化を

図る。 

【取組内容】 

・大規模災害を想定した医療救護訓練の実施 

・救護所などで利用する医薬品・医療機器などの更新及び再滅菌事業 

・医薬品調達訓練実施事業 

 

 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)、【風水害】、【土砂災害】等の自然災

害の被災前後の時期において、感染症などの複合災害の可能性がある。 

・（自然災害に加えて）インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症の集団感染、ノロウ

イルス等の感染性胃腸炎のまん延、食中毒等の発生可能性がある。 

（１）感染症に対する対策・平時からの予防措置 （危機管理局、保健福祉長寿

局、環境局） 

○新型コロナウイルス感染症など感染症蔓延の可能性がある非常事態時であ

っても、地震、台風等により避難所を開設しなければならない状況は発生す

る。災害、リスクが重複した最悪の場合を想定したマニュアル、体制作りが

必要となる。 

○防疫装備品取得計画に基づく防疫装備品等の整備は完了しているが、随時、

見直し等を行い、被災時に対応できる体制を整える必要がある。 

○感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種の促進・周知を図る必

要がある。 

○被災時に必要となった調査、検査にあたり、迅速かつ正確な検査結果を提供

するため、公衆衛生検査機器を計画的に整備する必要がある。 

【取組内容】 

 ・避難所開設時における感染症防止対策の検討、対策 

・予防接種法に基づく予防接種麻しん・風しんワクチンの接種促進・周知 

・環境保健研究所機器整備事業（公衆衛生検査機器整備事業） 
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2-8 避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)(地震:基本ケース,津波:ケース①) 

・避難所避難者数(１週間後)：約 18 万人 

（１）公共建築物、住宅の耐震化（都市局） 

〇大規模地震災害に対して、市民の命を守り、防災機能を高め、復旧を早期実

現するため、公共建築物の構造及び非構造部材を含めた耐震化を推進する必

要がある。令和４年度末時点で公共建築物の市基準耐震化率は 95.7％であ

り、耐震化率 100％を目指し事業を推進する必要がある。 

また、公共建築物の特定天井対策実施件数は、令和４年度末時点で、21 室

（特定天井対策が必要な施設は残り６室）であり、すべての対象施設で対策

完了となるよう事業を推進する必要がある。 

〇公共建築物は、災害時における避難所としての機能確保のため、適切な維持

管理をする必要がある。 

○避難所を利用しなければならない人を減らすために、住宅の耐震化を推進す

る必要がある。 

【取組内容】 

・公共建築物の耐震対策の推進 

（構造耐震対策、非構造部材耐震対策（特定天井対策）） 

・公共建築物保全事業 

・住宅・建築物耐震改修事業 

（２）避難所の開設・運営に関する体制強化 （危機管理局、保健福祉長寿局） 

〇避難所へのポータブル発電機や大型モニターの設置など機能の充実・強化を

図ったが、迅速な避難所運営体制のためのマニュアル見直し、人員確保につ

いて体制強化が必要となる。地域防災リーダーを育成するための各種研修と

して、毎年約 650 人参加、知識・技術の習得の機会を提供しており、今後も、

引き続き継続することで体制の強化を図る。 

○既存の福祉避難所と情報伝達訓練を実施するとともに、ホテル、旅館等の福

祉避難所への活用等を検討し、福祉避難所の運営等の拡充を図る。 

〇感染症等への対応として、避難所入口にて体温検査を実施し、陽性の疑いの

ある避難者と一般避難者を適確に隔離すること、ソーシャルディスタンスと

して避難者間で適切な距離を保てる避難所運営を行うことだけでなく、マス

ク配備や手洗いうがいの徹底など避難所生活に関する内容を盛り込んだマ

ニュアルの整備、実践できるための配備、訓練等を行う必要がある。 

〇災害時には、避難所などでの集団生活によりプライバシーの確保が難しい場

面が多くなること、また街灯や照明等の明かりが十分に得られないといった
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状況から防犯面でのリスクが高まる傾向にある。そこで、避難所の運営に男

女共同参画視点を取り入れ、性別等に応じたニーズに配慮することで、女性

をはじめ、誰もが安全安心な避難生活を送れるように努めていくことが必要

になる。 

【取組内容】 

・地域防災リーダー育成事業 

・避難所における感染症等への対応・体制強化、整備 

・男女共同参画の視点を持った避難所運営に関する研修等の実施 

（３）避難所として使用する施設の機能強化（教育局） 

○避難所として使用する施設においては、適切な維持管理に加え、高齢者や障

害のある人も使用しやすい環境整備が望ましい。避難所としては主に学校の

体育館の使用が想定されるが、施設全体として環境を改善し、緊急時に利用

できるようにするため、校舎トイレリフレッシュ事業の一層の推進を図り、

校舎内トイレの洋式化率の向上を目指す。 

【取組内容】 

・学校施設アセットマネジメント推進事業 

・小中学校基幹設備等改修工事 

・小中学校校舎トイレリフレッシュ事業 

 

 

2-9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない

事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)【風水害】、【土砂災害】 

 ・国道１号バイパス（国直轄事業）由比西倉沢周辺の地すべりによる交通不能 

・国道１号（国直轄事業）由比･興津周辺の地震･台風等に起因する越波による通行止め 

・駿河区、清水区沿岸部では、津波浸水による交通不能：国道 149 号、国道 150 号 

 ・本市の指定する緊急輸送ルートの交通不能 

（１）緊急輸送路等の整備と耐震化の促進 （建設局、都市局、経済局） 

○救急・救命活動や支援物資の輸送、復旧・復興活動を迅速に行うルートを確

保するため、安全で信頼性の高い高規格道路である新東名高速道路、中部横

断自動車道、国道１号静清バイパス等の整備を促進するとともに、緊急輸送

路等の道路整備、街路整備、道路橋の耐震対策や道路のり面・盛土等の対策

を推進する必要がある。 

○国道１号の富士由比バイパスと静清バイパスの区間（由比・興津地区）は、

近年の台風による越波で通行止めとなったことから、安定的な緊急輸送路の

確保のため、台風等（強風・高波・高潮）における越波に対して、越波飛散
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対策が必要である。 

○被災後の広域支援や緊急救命、物資搬送の基盤となる強い道路ネットワーク

の確立に向け、IC アクセス道路の整備を実施している。 

○本市が指定する緊急輸送ルートの沿道に位置する昭和 56 年５月 31 日以前

に着工された建築物のうち、建築物の高さが、敷地の接する道路の中心から

建築物までの距離（道路幅員が 12 メートル以下のときは、道路境界線から

建築物までの距離＋６メートル）を超える建築物を対象とした沿道建築物の

耐震化を実施している。 

○道路橋の耐震対策は、阪神淡路大震災以降、緊急輸送道路の古い道路橋を中

心に対策を実施してきたが、地震時の道路ネットワークの更なる強靱化とし

て計画を見直し、緊急輸送道路を補完する路線や孤立集落に接続する路線、

地震時の被害が大きいと考えられる橋脚を有する橋や落橋しやすい形状の

橋を優先的に対策している。平成 30 年度までに 126 橋の対策が完了してお

り、耐震性能を満たしていない道路橋の耐震化として、優先度の高い 103 橋

について、令和 12 年度末までに対策完了を目標としている。 

○緊急輸送路等の機能及び通行の安全を確保するため、沿線の土砂崩れ対策等

が必要で優先度の高い箇所について、順次整備を実施している。 

○国道、県道、市道の防災・震災対策を推進するとともに、県と連携して山間

地における治山対策を行うとともに、迂回路となる農道や林道の整備、維持

を行い、避難路や代替輸送路の確保に繋がる取組を促進する必要がある。 

【取組内容】 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

・沿道建築物耐震化事業 

・道路橋の耐震化事業 

・道路構造物・施設の長寿命化対策事業 

・緊急輸送路等における無電柱化 

・緊急輸送路上における道路のり面対策事業 

・林道整備の推進 

（２）高規格道路の整備促進 （建設局） 

○南海トラフ巨大地震が危惧される本市においては、災害時の広域的な救急

活動や災害対応を可能にするため、強靱な高規格道路ネットワークの構築

が求められている。 

○本市の東西交通を支える国道１号は、静清バイパス清水平面区間や現道長

沼交差点での慢性的な渋滞、興津・由比地区の災害時の脆弱性が弱点であ

り、ヒト・モノの安定的な輸送に問題を抱えている。 

○安定と安心の道路ネットワーク構築を目標に、慢性的な渋滞解消、災害時
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の交通確保を図るため、国と連携した整備促進、早期事業着手を目指して

いる。 

【取組内容】 

・国道１号静清バイパス整備促進事業 

・中部横断自動車道整備促進事業 

・静岡南北道路調査検討事業 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

 

 

2-10 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健 

康・心理状態の悪化による死者の発生 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定) 

・避難所生活が長期化することによる心身の疲労、睡眠不足、ストレス等による体力の

低下、罹病、病状の悪化等により死者が発生する。 

（１）避難所の開設・運営に関する体制強化 （危機管理局）※ 再掲 

○避難所へのポータブル発電機や大型モニターの設置など機能の充実・強化を

図ったが、迅速な避難所運営体制のためのマニュアル見直し、人員確保につ

いて体制強化が必要となる。地域防災リーダーを育成するための各種研修と

して、毎年約 650 人参加、知識・技術の習得の機会を提供しており、今後も、

引き続き継続することで体制の強化を図る。 

【取組内容】 

・地域防災リーダー育成事業 

（２）災害時における健康支援活動（保健福祉長寿局） 

〇災害時初動対応後以降、被災者の健康支援、精神的ダメージ緩和等が必要と

なった場合、被災時健康支援活動マニュアル等により対応を行うことになっ

ているが、研修、訓練等を通じて知識、情報の収集を行うとともに、効率的

な事務を行えるようマニュアル等の見直しも検討する。 

【取組内容】 

・災害時の健康支援活動体制の強化 

・医療従事者等との情報共有、連携強化 
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2-11 応急仮設住宅等の住居支援対策の遅延による避難生活の長期化 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)  

【（イ）南海トラフ巨大地震（地震動：基本ケース、津波：ケース①）パターンⅮ】 

・建設型応急仮設住宅 ： 約 14,000 戸 

・借上げ型応急住宅  ： 約 20,000 戸 

・公営住宅一時使用数 ：約  2,000 戸 

応急仮設住宅事業及び市営住宅の建設・改善事業等 （都市局） 

〇大規模災害により住宅を失った被災者に対して、プレハブ住宅を建設し、一

時的に提供する必要があるため、公園やスポーツ広場、学校のグラウンド等

の市有地を建設候補地として選定しているが、学校の早期再開の妨げとなら

ないように、市有地の所管課と協議をしながら建設候補地の再検討を進める

必要がある。 

○静岡県が民間賃貸住宅を、必要に応じて借上型応急住宅として確保し、県か

らの委任を受けた静岡市は、借上げに関する事務を行う必要があるが、被災

時に迅速な対応を行えるよう、制度理解と事務能力向上に取り組んでいる。 

○老朽化した住棟や設備機器について、静岡市市営住宅長寿命化計画に基づき

更新・改修を行い既存ストックの長寿命化を図っている。 

【取組内容】 

・建設型応急仮設住宅事業 

・借上型応急仮設住宅事業 

・市営住宅の建設・改善事業 

・公営住宅等ストック総合改善事業 

 

 

2-12 被災者へのきめ細かい支援の不足による心身の健康被害の発生 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【風水害】 

・避難所生活が長期化することによる心身の疲労、睡眠不足、ストレス等による体力の

低下、罹病、病状の悪化等が発生する。 

・精神的ダメージによる PTSD の症状を訴える人が多く発生する。 

（１）災害時における健康支援活動（保健福祉長寿局）※再掲 

〇災害時初動対応後以降、被災者の健康支援、精神的ダメージ緩和等が必要と

なった場合、被災時健康支援活動マニュアル等により対応を行うことになっ

ているが、研修、訓練等を通じて知識、情報の収集を行うとともに、効率的

な事務を行えるようマニュアル等の見直しも検討する。 

【取組内容】 
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・災害時の健康支援活動体制の強化 

・医療従事者等との情報共有、連携強化 

（２）災害ボランティアの受け入れ（市民局） 

〇避難所等へきめ細かな支援を行うボランティアを円滑に受け入れる必要が

あるため、静岡市社会福祉協議会等と連携し、研修、訓練等を実施している。 

【取組内容】 

・災害ボランティア体制の強化 

 

 

 

 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・清水庁舎等災害対応拠点施設が甚大な被害を受ける可能性がある。 

・幹部職員死傷による指揮機能低下、市職員死傷による災害事務機能混乱の可能性があ 

る。 

・交通機能麻痺による人員確保が困難となる可能性がある。 

（１）静岡庁舎新館の対策 （危機管理局） 

○大規模自然災害が発生した際に、市の災害対策本部が設置される静岡庁舎新

館は、1987 年に建設され 36 年が経過しているが、経年相当の設備の老朽化

が見られる。 

【取組内容】 

・静岡庁舎新館の設備のリニューアル 

（２）清水区本部の施設の維持管理 （危機管理局） 

○大規模自然災害が発生し、現清水庁舎の機能が停止した場合や、勤務時間外

に静岡県に津波警報・大津波警報が発表された場合、現清水消防署内が、清

水区本部としての拠点となる。 

○防災拠点としての機能を強化するため、今後は、テレビ会議システムの整備

を検討するとともに、防災通信機器、事務机などの事務機器を設置し、清水

区本部としての環境整備を行う必要がある。 

【取組内容】 

・現清水消防署内における防災拠点機能強化、環境整備 

（３）消防施設の機能強化 （消防局） 

○消防施設において経年変化による機能低下が懸念されること、被災により消

防総合情報システム機器に不具合が生じた場合、市民からの 119 番の受付や
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出動車両に対する指令など通信機能が停止してしまう恐れがある。このた

め、保守点検による適切な維持管理を行うとともに、万一、システムが使用 

できなくなった場合でも、業務の継続と消防業務の機能維持について対策を

講じる必要がある。 

【取組内容】 

・消防署構造保全工事 

・消防総合情報システム更新事業 

・消防用無線設備等保守点検業務 

（４）災害発生時の避難場所となる学校施設、観光施設、文化施設などの改修

（教育局、子ども未来局、市民局、観光交流文化局） 

○災害発生時の避難場所となる、学校やこども園、生涯学習・スポーツ施設な

ど、災害の状況及び規模に応じて開設、適切に運営が可能となる施設状態、

状況の確保が不可欠となる。 

○アセットマネジメントによる個別施設計画に基づき、老朽化した各施設を計

画的に大規模改修（屋根防水、外壁・内装・電灯・衛生・空調設備改修等）

する必要がある。 

○各施設において、適切な維持管理と維持補修を継続的に実施していく必要が

ある。 

【取組内容】 

・学校施設の改修及び維持管理事業 

・文化財施設及び文化振興関連施設の改修及び維持管理事業 

・スポーツ施設の改修及び維持管理事業 

・観光施設の改修及び維持管理事業 

・生涯学習施設の改修及び維持管理業務 

（５）清水庁舎の整備（財政局） 

○現清水庁舎は、旧清水市役所として建設されたもので、1983 年に完成し 40

年が経過している。 

○2011 年に発生した東日本大震災を受け、庁舎としての業務の継続、耐震性

能などについて調査及び検討を行った結果、 

①津波により地下にある電気設備等に被害を受け、庁舎としての業務継続

に支障が生じる恐れがある。 

②耐震性能がランクⅡであり、想定される大地震に対し、倒壊する危険性

は低いものの、かなりの被害を受けることが想定され、即時の災害対応・

応急復旧ができなくなるほか、罹災証明書の発行、通常業務の再開も遅

れる。 

といった可能性があることが判明した。 

○JR 清水駅東口公園に新清水庁舎を建設する予定だったが、令和２年５月に
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コロナ禍の影響を受け、事業を停止した。その後、令和４年度に、有識者や

市民委員による「清水庁舎整備検討委員会」を設置し、事業の見直しを行っ

た結果、現位置による改修の方針となった。 

○令和５年度は、「日本建築防災協会 耐震診断基準・同解説」の規定に基づ

く「第３次診断法」及び「建築基準法」の規定に基づく「時刻歴応答解析」

といった、第３段階目の解析を行い、今後現庁舎の改修の詳細を判断する。 

【取組内容】 

・被災により現清水庁舎が機能停止に陥らないための対策 

 

 

 

 

４ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を

機能不全に陥らせない。 

4-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力の低下による経済活動

の停滞 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・従業員の被災、企業設備の被害、ライフラインの停止や道路等の交通網の寸断、サプ

ライチェーンの断絶等により生産力が低下する（静岡県の間接的経済被害は約 6.8 兆円） 

（１）事業所における地震防災応急計画及び事業継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進（経

済局） 

○地震防災応急計画について、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法に基づく策定の義務がある事業所に対して、策定の促進を行

う必要がある。 

○大規模災害時における事業所の被災や生産力の低下を防ぐため、事業所の事

業継続計画について、普及啓発や、ＢＣＰ策定を指導する人材の養成を図り、

策定を促進する必要がある。 

【取組内容】 

・事業者等における事業継続計画（ＢＣＰ）策定促進 

・事業者等の事業継続に係る推進 
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4-2 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【風水害】 

・製造業が集積する海岸平野部では、地震の揺れや津波などによる被害を受ける可能性

がある。 

・建物、農地等の水没、交通ネットワークの機能停止 

（１）事業者への災害対策に係る注意喚起等 （環境局） 

〇台風の接近等により災害の発生が予測できる際には、化管法の届出対象事業

場に対し、化学物質（油類含む）の漏洩事故等の未然防止対策に万全を期す

よう注意喚起を行う。また、事故が発生した際には、迅速に情報共有ができ

るように連携強化を図る。 

○被災時に必要となった調査、検査にあたり、迅速かつ正確な検査結果を提供

するため、環境分析機器を計画的に整備する必要がある。 

【取組内容】 

・事業者への災害対策に係る注意喚起業務 

・環境保健研究所機器整備事業（環境分析機器整備事業） 

（２）消防施設の整備 （消防局） 

〇大規模火災、爆発等に備え、消防施設・設備の充実を図る必要があるが、現

状の消防施設、消防車両の管理並びに泡消火薬剤の適正な保有を継続維持

し、有事に対応する。 

【取組内容】 

・消防施設の維持管理、整備・更新 

 

 

4-3 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上）の機能停止 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)【風水害】、【土砂災害】 

 ・国道１号バイパス（国直轄事業）由比西倉沢周辺の地すべりによる交通不能 

 ・国道１号（国直轄事業）由比･興津周辺の地震･台風等に起因する越波による通行止め 

 ・駿河区、清水区沿岸部では、津波浸水による交通不能：国道 149 号、国道 150 号 

・本市の指定する緊急輸送ルートの交通不能 

（１）緊急輸送路等の整備と耐震化の促進 （建設局）※再掲 

○救急・救命活動や支援物資の輸送、復旧・復興活動を迅速に行うルートを確

保するため、安全で信頼性の高い高規格道路である新東名高速道路、中部横

断自動車道、国道１号静清バイパス等の整備を促進するとともに、緊急輸送

路等の道路整備、街路整備、道路橋の耐震対策や道路のり面・盛土等の対策

を推進する必要がある。 
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○国道１号の富士由比バイパスと静清バイパスの区間（由比・興津地区）は、

近年の台風による越波で通行止めとなったことから、安定的な緊急輸送路の

確保のため、台風等（強風・高波・高潮）における越波に対して、越波飛散

対策が必要である。 

○被災後の広域支援や緊急救命、物資搬送の基盤となる強い道路ネットワーク

の確立に向け、IC アクセス道路の整備を実施している。 

○道路橋の耐震対策は、阪神淡路大震災以降、緊急輸送道路の古い道路橋を中

心に対策を実施してきたが、地震時の道路ネットワークの更なる強靱化とし

て計画を見直し、緊急輸送道路を補完する路線や孤立集落に接続する路線、

地震時の被害が大きいと考えられる橋脚を有する橋や落橋しやすい形状の

橋を優先的に対策している。平成 30 年度までに 126 橋の対策が完了してお

り、耐震性能を満たしていない道路橋の耐震化として、優先度の高い 103 橋

について、令和 12 年度末までに対策完了を目標としている。 

○緊急輸送路等の機能及び通行の安全を確保するため、沿線の土砂崩れ対策等

が必要で優先度の高い箇所について、順次整備を実施している。 

【取組内容】 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

・沿道建築物耐震化事業 

・道路橋の耐震化事業 

・道路構造物・施設の長寿命化対策事業 

・緊急輸送路等における無電柱化 

・緊急輸送路上における道路のり面対策事業 

（２）高規格道路の整備促進 （建設局）※再掲 

○南海トラフ巨大地震が危惧される本市においては、災害時の広域的な救急

活動や災害対応を可能にするため、強靱な高規格道路ネットワークの構築

が求められている。 

○本市の東西交通を支える国道１号は、静清バイパス清水平面区間や現道長

沼交差点での慢性的な渋滞、興津・由比地区の災害時の脆弱性が弱点であ

り、ヒト・モノの安定的な輸送に問題を抱えている。 

○安定と安心の道路ネットワーク構築を目標に、慢性的な渋滞解消、災害時

の交通確保を図るため、国と連携した整備促進、早期事業着手を目指して

いる。 

【取組内容】 

・国道１号静清バイパス整備促進事業 

・中部横断自動車道整備促進事業 

・静岡南北道路調査検討事業 
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・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

（３）静岡ヘリポートの運営及び維持管理 （都市局） 

〇緊急輸送路、緊急輸送避難路及び孤立予想集落につながる道路等の途絶に備

えて、緊急輸送や救援活動をするための空路の確保や、ヘリコプターによる

防災活動が円滑に行われるように、静岡ヘリポートの運営及び維持管理を実

施する。 

【取組内容】 

・静岡ヘリポートの運営及び維持管理 

 

 

4-4 食料等の安定供給の停滞 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)  

流通関連施設の被災、ライフライン機能支障及び交通機能支障に伴う流通機能低下に

より、食料等の購入が困難となる。 

（１）輸送体制の確立、強化（危機管理局、財政局） 

〇救援物資の受入れ体制について、策定している広域受援計画に基づき訓練等

を通じて定期的な検証を行う必要がある。 

○災害時における応急対策従事者とともに、緊急物資の輸送を円滑に処理する

ための輸送体制確立、拡充を行うとともに、協議や情報交換等の確認を定期

的に行い、必要に応じて協定内容を見直す等、連携体制の強化を図る必要が

ある。 

【取組内容】 

・緊急物資輸送体制強化 

・広域受援体制の強化 

・緊急物資の輸送計画に基づく迅速かつ円滑な供給 

（２）生鮮食料品の安定供給の確立、強化（経済局） 

〇市民等への「安全・安心な生鮮食料品の安定供給」という卸売市場の本来機

能を果たすため、事業継続計画に基づき、サービスの提供を途切れさせるこ

となく、継続的に実施していく必要がある。 

○各種の災害協定に基づき、物資供給の体制が整備されているが、訓練等を通

じて、受入ルートや手順等の課題を検証するとともに、災害協定の実効性を

確保するための取組を行うべきである。 

○静岡市場は、1976（昭和 51）年の開設から 47 年を経過し、施設の老朽化が

進んでいるのみならず、品質管理や加工等の付加機能の不足等により、近年

の生鮮食料品流通に求められるニーズに対応出来なくなっている。今後も引

き続き、安全・安心な生鮮食料品を安定供給するとともに、長期的な成長を



42 

 

遂げていくため、静岡市場の再整備を検討していく必要がある。 

【取組内容】 

・中央卸売市場における事業継続計画（ＢＣＰ）の推進 

・災害時相互応援に関する協定（全国中央卸売市場協会） 

・大規模災害時における生鮮食料品の調達に関する協定（静岡市中央卸売 

市場卸売業者及び仲卸等協同組合６者） 

・中央卸売市場再整備検討事業 

 

 

4-5 観光業、商業、農業、漁業等あらゆる産業の被害拡大と産業の停滞 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【風水害】 

本市の文化財損壊等被害、観光客減少や、商業・農業・漁業のあらゆる産業において 

事業継続困難、再開目途が経たない、廃業などによる産業への甚大な被害、停滞が生じ

る可能性がある。 

（１）観光施設、商業・農業・漁業施設の事業継続体制強化（危機管理局、観光

交流文化局、経済局） 

〇観光業、商工業、農林水産業等の地域産業への被害拡大と停滞を防ぐため、

地域産業の継続に必要な体制整備が求められる。 

○「歴史文化のまち」の形成、構成する文化財、観光地、観光施設の保存、継

続維持、早期復興のための事業継続計画等の策定や、適切な維持管理を継続

する。 

○被災時における事業継続、事業再開について、各産業従事者と行政、民間が

一体となり対応、体制、支援内容等について、被災前から準備、検討、想定

をしておく必要がある。 

○各施設において、ソフト対策としての事業継続計画策定、ハード対策として

の施設耐震化等を進める。 

【取組内容】 

・事業継続計画（ＢＣＰ）策定、体制強化 

・民間事業者からの助言、支援に基づく施設管理 

・用宗漁港耐震化事業 
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4-6 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下 

＜被害想定＞【地震】(第４次地震被害想定レベル２)、【風水害】 

・死傷者の発生 

・建物、農地、森林の荒廃 

（１）農地・森林等の維持管理及び秩序ある開発（経済局、環境局・都市局） 

○山林、竹林等の荒廃を防ぎ、山林、竹林の有する多面的機能を発揮するため

に、地域コミュニティ等との連携による森林整備・保全活動や環境教育が必

要となる。本市では、里山保全団体と連携し、放任竹林を整備し、里山環境

の保全再生を図っている。 

○持続可能かつ適切な森林管理を実施する一方、無秩序かつ不適切な開発によ

る弊害、被災時の二次災害を防ぐため、開発許可制度等による行政指導を実

施している。 

【取組内容】 

・放任竹林対策事業 

・開発許可制度等のよる行政指導 

 

 

 

 

５ 大規模自然災害発生後であっても、必要不可欠な情報通信機能、生活・経済

活動に必要最小限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確

保するとともに、これらの早期復旧を図る。 

5-1 テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、インターネット・

SNS など、災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・

伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・電力の停電率（直後）：89％、（１週間後）：葵区８％、駿河区９％、清水区 17％ 

・建物被害、停電、通信機能障害等により情報機器、テレビ、電話、パソコン等が使用 

できない事態が発生する。 

（１）電力途絶に対する自家発電装置の設置、ICT-BCP（危機管理局、総合政

策局） 

○平成 30 年９月の北海道胆振東部地震に発生したブラックアウト（全域停

電）、令和元年台風第 15 号において発生した長期商用電源不通の事態に陥っ

た際、自家発電装置が重要となる。しかしながら、設置場所、設置費用に関

する問題、発電可能時間が限定される問題、燃料提供が停滞した場合など最
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悪の事態も想定した、減災・防災対策の強化が必要となる。 

【取組内容】 

・静岡市地域防災計画に基づく体制強化 

・自家発電装置の設置、適切な維持管理 

・主要機器の CVCF 電源接続又は、各ｻｰﾊﾞへの UPS 設置 

 

（２）高齢者等への防災情報の伝達 （危機管理局、観光交流文化局、保健福

祉長寿局） 

○防災情報や避難情報など市民の生命と財産を守るための重要な情報が伝わ

りにくい、高齢者、障がい者、外国人などの要配慮者が一定数存在している。 

○地域住民のつながりが希薄化する中で、自治会や自主防災組織からの情報伝

達も難しくなりつつある。 

○外国人は、言語や生活習慣などの違いにより、防災に関する情報や災害時に

おける緊急情報、避難情報等が理解できず、的確な避難行動がとれない可能

性がある。 

○市から各地域に提供する避難行動要支援者に係る名簿が、必ずしも有効に活

用されていない事例がある。 

【取組内容】 

・同報無線デジタル化整備事業 

・防災情報ポータルサイトの運用 

・静岡型災害時総合情報サイトの開設 

・災害多言語支援センター設置事業 

・避難行動要支援者避難支援制度の推進事業 

・災害情報一斉 FAX 送信事業 

 

 

5-2 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期間・大規模にわ

たる機能の停止 

＜被害想定＞【地震】（第４次地震被害想定レベル２） 

・従業員の被災、企業設備の被害、ライフラインの停止や道路等の交通網の寸断、サプ

ライチェーンの断絶等により生産力が低下する（静岡県の間接的経済被害は約 6.8 兆円） 

・電力の停電率 （直後）      ： 89％  復旧１週間程度 

（１）電力途絶に対する自家発電装置の設置、ＩＣＴ-ＢＣＰ計画（危機管理

局、総合政策局）※再掲 

○平成 30 年９月の北海道胆振東部地震に発生したブラックアウト（全域停

電）、令和元年台風第 15 号において発生した長期商用電源不通の事態に陥っ
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た際、自家発電装置が重要となる。しかしながら、設置場所、設置費用に関

する問題、発電可能時間が限定される問題、燃料提供が停滞した場合など最

悪の事態も想定した、減災・防災対策の強化が必要となる。 

【取組内容】 

・静岡市地域防災計画に基づく体制強化 

・自家発電装置の設置、適切な維持管理 

・主要機器の CVCF 電源接続又は、各ｻｰﾊﾞへの UPS 設置 

（２）静岡市エネルギー地産地消事業等による電源確保、取組啓発（環境局） 

○地球温暖化対策の推進、防災機能の拡充、地域経済の活性化、さらには市役

所における電力調達コストの削減を図るため、自治体として国内初となる電

力売買の一括契約と民間投資によるバーチャルパワープラントを組み合わ

せた「エネルギーの地産地消事業」を進めている。現在、蓄電池は、静岡市

内の小中学校８０校に設置、災害時には避難所となる体育館に電気を供給

し、情報機器の電源を確保する。 

※「バーチャルパワープラント」：高度なエネルギーマネジメント技術により、再生

可能エネルギー設備や複数の小規模な蓄電池等を活用し、電力供給をコントロー

ルすることによって、あたかも１つの発電所のように制御すること。 

○市内の電気消費量に対する再生可能エネルギーの構成割合は令和４年度末

で 25.0％であり、市民が身近に新エネルギーに触れる機会を提供し、新エ

ネルギーの啓発を図る必要がある。「静岡市次世代エネルギーパーク」には、

希少動物保護と地球環境問題について学べる日本平動物園のほか、太陽光、

風力、水力、バイオマスなどの関連施設があるため、小学生等の若年層に向

けた PR を実施していく。 

※「次世代エネルギーパーク」：再生可能エネルギーをはじめとした次世代エネルギ

ーに実際に触れる機会を増やすことを通じて、地球環境と調和した将来のエネル

ギーの在り方に関する理解の増進を図り、学ぶことができる施設の総称。 

 

 

5-3 都市ガス供給・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長期間にわたる機

能の停止 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・都市ガス供給停止率     ：復旧４週間程度 

・LP ガス機能支障率（直後）  ： 葵区 58％、駿河区 59％、清水区 57％ 

（１）静岡市エネルギー地産地消事業等による電源確保、取組啓発（環境局） 

○地球温暖化対策や防災対策、産業振興の観点から、地域特性を踏まえ水素エ

ネルギーを利活用したまちづくり「静岡型水素タウン」の実現に向け普及啓

発活動の充実させていく。 
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【取組内容】 

・静岡市エネルギーの地産地消事業 

・次世代エネルギーパーク関連施設管理運営事業 

・静岡市水素タウン促進事業 

 

 

5-4 上下水道等の長期間にわたる機能停止 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

・上水道の断水率（直後）： 98％ 復旧５週間程度 

・下水道機能支障率（直後）：69％、（１か月後）：９％ 

（１）水道管路・水道施設の耐震化 （上下水道局） 

○本市の配水池の耐震化率は、全国平均値及び類似団体平均値を大きく下回っ

ていることから、震災に対するリスクを早急に軽減していく必要がある。 

○水源から浄水場までを結ぶ導水管、浄水場から配水池まで水を送る送水管、

家庭等まで水を送る口径 300 ミリを超える配水管などの重要な水道管のう

ち、耐震対策が施されている割合を示す本市の基幹管路の耐震管率は、全国

平均値は上回っているものの類似団体平均値を下回っていることから、震災

に対するリスクを今後も軽減していく必要がある。 

【取組内容】 

・上水道施設耐震化事業 

（２）老朽化した水道管の解消 （上下水道局） 

○アセットマネジメント手法を用いた、新たな更新時期の基準となる「想定使

用年数」では、本市の水道管の平均寿命は約 85 年であり、使用年数が経過

した老朽管を優先的に更新していくことで、将来的には平均想定使用年数は

100 年程度まで延びる予定のため、本市の水道管総延長約 2,700km に対する

毎年の水道管の更新率を 1.0～1.2%の幅を持たせた事業目標とし、総事業費

の平準化を図りながら老朽化した水道管の解消を目指す。 

【取組内容】 

・上水道施設更新事業 

（３）災害時活動拠点の整備 （上下水道局） 

○災害時に給水を可能な限り確保するため、市民に水を配る給水拠点の整備を

進める必要がある。 

【取組内容】 

・給水拠点等整備事業 

・非常用飲料水袋の更新事業 

（４）汚水処理計画の策定  （上下水道局・環境局・経済局） 
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○汚水処理施設は、トイレや台所・風呂等から出た生活排水を処理するための

もので、本市では地域の実情に応じた整備手法（公共下水道・農業集落排水・

合併処理浄化槽）を選択し、整備を進めている。 

○各種汚水処理施設の整備を効率的かつ適正に進め、市民の生活環境を向上さ

せるとともに、河川など公共用水域の水質の保全が図られるよう、公共下水

道や合併処理浄化槽の整備を推進するための実施計画である「静岡市汚水処

理計画」を策定した。 

（５）汚水処理機能の強化  （上下水道局） 

○災害時における汚水処理機能確保のためには、浄化センター、ポンプ場、下

水道管などの耐震・耐津波・耐水対策及び輸送ルート確保のための緊急輸送

路下の管の耐震対策が必要であるとともに、老朽化した下水道施設の改築も

必要である。なお、施設の改築の際には、統廃合の検討を行う。 

○下水道事業継続に必要な計画・マニュアルを整備し、職員や関係団体への研

修・訓練により、一層の定着が必要である 

（６）避難所などのトイレ対策の検討  （危機管理局・環境局・経済局） 

○本市は、避難所などのトイレ対策として、仮設トイレから発生するし尿等の

収集運搬業務を、一般財団法人静岡市環境公社等に委託する災害協定を締結

している。 

○災害時には、静岡市災害廃棄物処理計画に基づいて応急措置を円滑に実施す

る必要がある。 

○農業集落排水処理施設の適切な運営に努めながら、継続的な機能確保を行う

必要がある。 

【取組内容】※（４）～（６） 

・下水道事業継続計画（BCP）の充実と災害対応訓練の実施 

・下水道施設耐震・耐津波対策事業 

・下水道管の耐震化事業 

・下水道管及び施設の改築事業 

・下水道管及び施設の効率化事業 

・浄化槽設置整備事業 

・し尿処理施設の維持管理 

・農業集落排水処理施設機能強化事業 
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5-5 地域交通ネットワークが分断する事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定)【風水害】、【土砂災害】 

 ・中山間地域では、土砂災害等により多くの区間で道路交通分断 

・駿河区、清水区沿岸部では、津波浸水、高潮、漂流物により周辺一帯の通行不可 

（１）緊急輸送路などの整備・耐震対策   （都市局・建設局） 

○広域的な陸路の断絶による中山間地域などの孤立を防ぐため、緊急輸送機能

や社会経済活動が確保されるよう、広域的な幹線道路のネットワーク化を促

進する必要がある。 

○道路交通の寸断を防止し、緊急車両の通行や円滑な避難が確保されるよう、

無電中化を推進するとともに、道路などに面する建築物やブロック塀などの

耐震対策、落下物対策、土砂災害防止施設等の整備を推進する。 

○救急・救命活動や支援物資の輸送、復旧・復興活動を迅速に行うルートを確

保するため、緊急輸送路等の道路整備等の対策を推進する必要がある。 

【取組内容】 

・道路橋耐震化事業 

・緊急輸送路等における無電柱化 

・緊急輸送路上における道路のり面対策事業 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

（２）災害時の迂回路となる農道、林道等の整備・改良・維持管理（経済局・市民局） 

○山間地などにおいて、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策などを進め

るとともに、災害時の迂回路となる農道や林道の整備を進め、避難路や代替

輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 

○林道の整備は、森林のもつ公益的機能が高度に発揮されるように、切土・盛

土のバランスに留意し、発生土の抑制や構造物の新工法を採用するなど、コ

スト縮減にも留意して事業を行っている。 

○井川地域における井川湖対岸交通として、井川湖渡船により地域分断時の迂

回路として活用する。 

【取組内容】 

・林地荒廃防止施設整備事業 

・林道整備事業 

・井川湖渡船船舶及び待合所更改事業 

（３）道路啓開体制の整備（建設局） 

○緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、国や県、関係機関、災害協定業者

等との連携により、装備資機材の充実、情報収集・共有を行うために必要と

なる体制を構築する必要がある。 
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○南海トラフ巨大地震等広域的な大災害に対し、救助・救援、緊急物資輸送

など、被災者に直結した活動が迅速に行えるよう、広域支援ルートから末

端の避難所等へのアクセスルートの確保が求められる。 

○広域的な緊急輸送路確保を目的に国土交通省中部地方整備局が主体とな

り、「静岡県中部地域における道路啓開行動計画 中部版くしの歯作戦」が

策定されていることから、本市においても市内緊急輸送路の迅速な確保に

向け、関係機関と調整・連携が不可欠である。 

【取組内容】 

・静岡県中部地域道路啓開検討会との連携、情報共有 

・中部地方幹線道路協議会道路管理防災・震災対策検討分科会との連携、情報共有 

・道路啓開に関する周知、防災訓練等 

（４）効率的な地域交通ネットワークの形成 （都市局） 

〇本市は、人口減少・少子高齢化社会に対応する持続可能な都市経営を図るた

め、「集約連携型都市構造」を将来都市像と掲げ「静岡市立地適正化計画」

や「静岡市地域公共交通網形成計画」を策定し、都市のコンパクト化と公共

交通網の再編を連携して進めている。 

〇市を東西に走る鉄道をお茶の葉の主脈に、鉄道に接続する幹線バス路線を側

脈に見立て、鉄道バスの利用圏域外や移動の目的に応じ、機動性の高いタク

シーが全体を補う「お茶っ葉型」の地域公共交通網の形成を目指している。 

〇コンパクトなまちづくりの実現に向けては、公共交通のサービス水準を維持

する必要があるため、交通事業者同士の役割、連携を明確にした組織体制の

構築を目指している。 

【取組内容】 

・バス路線維持対策事業、自主運行バス運行事業 

・静岡型 MaaS 基幹事業実証プロジェクト推進事業 

（５）沿道建築物の耐震化 （都市局） 

○沿道の建築物等が倒壊した場合には、道路の寸断及び交通渋滞が発生する。 

 また、緊急輸送ルート沿いの建築物（沿道建築物）については、補強計画、

補強工事の補助を実施し、耐震化を推進していく必要がある。 

○特に緊急輸送ルート沿いの建物所有者に対して、耐震化の意義を伝えるとと

もに補助制度の周知を図り、耐震化を推進していく必要がある。 

○ブロック塀等の撤去・改善により、ブロック塀等の倒壊・転倒による災害や

幅が狭い道路の道路閉塞を防ぐとともに、災害時の避難経路・救護・消防活

動の場の確保のため狭あい道路の拡幅を推進していく必要がある。 

【取組内容】 

・ブロック塀耐震改修事業 
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・狭あい道路整備等促進事業 

・沿道建築物耐震化事業 

 

 

  

 

６ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する。 

6-1 大量に発生する災害廃棄物・災害発生土砂の処理の停滞により、復旧・

復興が大幅に遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波・風水害】(第４次地震被害想定レベル２) 

・津波堆積物をはじめ、大量のがれき類等が発生することが想定される。 

（１）計画に基づく処理施設・収集車の適切な管理 （環境局） 

○想定される災害に対する事前の体制整備を中心に、災害廃棄物の円滑な処理

を推進するため「静岡市災害廃棄物処理計画」を策定、改定を行っているが、

災害廃棄物の仮置場が明確化出来ていない課題もある。早急に候補地選定を

進めるとともに、実行力を高めるための各担当の業務マニュアルを作成し、

更なる体制強化を図る。 

○災害時においても、市民生活に影響を及ぼさない安定的な運転が可能となる

よう、各清掃工場及び最終処分場の計画的な定期点検や、延命化するための

計画的な修繕を実施する。 

○大規模災害時のリスク管理の観点から、直営車両を確保するための車両管理

を進め、老朽化車両等の適切かつ計画的な更新を図る。 

【取組内容】 

・静岡市災害廃棄物処理計画見直し 

・円滑な災害廃棄物の処理 

・ごみ収集車等の整備事業 

（２）災害発生土砂の円滑な撤去・宅地内土砂撤去体制の構築（建設局、都市局、

環境局） 

○令和４年台風第 15 号の災害対応を教訓とし、今後も起こり得る被害に備え

るべく、早期復旧に必要な仮置場確保、災害廃棄物を含む宅地内土砂の迅速

な撤去が行えるよう、マニュアル整備、更新、事前体制強化等を図る。 

【取組内容】 

・仮置場 11 万㎡確保 

・民間受入地の公募及び盛土許可申請等に係る支援事業 



51 

 

・宅内土砂等堆積土砂の実務マニュアル随時更新、訓練等 

・宅内土砂対策チームの円滑な発足のためのマニュアル等整備、更新 

 

 

6-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復興

が大幅に遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【土砂災害】 

・想定に基づいた配備計画人材・資機材が確保出来ず、復旧・復興に遅れが生じること

が考えられる。 

（１）道路啓開体制強化及び建設業の担い手確保、育成 （建設局） 

○迅速な道路啓開は、救助・救急活動や支援物資の輸送のみならず、復旧・復

興にも大きな影響をもたらすことから、国土交通省など広域道路ネットワー

クを構成する道路管理者や、啓開作業を担当する建設業協会、災害協定締結

者との連携を強化しておく必要がある。また、被災時に遅延、混乱なく迅速

な対応が可能となるよう、防災訓練やマニュアル周知を図るとともに、啓開

作業を担う建設業に対する持続的な担い手の確保として、若年層への啓発等

に取り組む必要がある。 

【取組内容】 

・道路啓開の適切な対応の促進 

・建設業の担い手確保、育成 

 

 

6-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復興が大幅に遅

れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【土砂災害】 

・人口減少、流出、高齢化及び核家族化などによる地域コミュニティ崩壊が顕著となり、

復興が困難となる地域が発生する可能性がある。 

（１）自助、共助による地域防犯体制の強化（市民局） 

〇災害時は、他地域から様々な人々が被災地に入り、また、被災家屋では施錠

等の防犯対策が十分にできないことなどから、平時以上に防犯体制を強化す

る必要がある。災害時は対応困難となることが想定されるため、平時におい

て、地域における自主防犯活動、個人で防犯パトロールを実施する市民ボラ

ンティア募集などの対策を図り、被災の体制強化を目指す。 

【取組内容】 

・地域防犯活動事業費補助金事業 
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・しずおか防犯パトロール募集事業 

（２）復興まちづくり推進に関する周知（都市局） 

〇円滑な復興を実現するためには、地域住民が災害リスクを理解し、被災後の

まちづくりをイメージすることが必要となることから、市民に対し「復興ま

ちづくり」に関する情報提供を積極的に行い、市民意識の醸成を図る。 

【取組内容】 

・災害に強いまちづくり推進事業 

 

 

6-4 緊急輸送路、鉄道等の基幹インフラの損壊により、復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】（第４次地震被害想定） 

・耐震対策の実施、道路啓開オペレーションによる緊急車両通行確保体制を整えている

ものの、復旧・復興に大きな支障が生じる可能性がある。 

・高速道路の通行可能：緊急通行車両は３日～１か月、一般車両は１か月以上 

・新幹線の運転開始 ：１週間～１か月 

（１）被災時の安全な鉄道輸送確保、復旧体制強化（都市局、建設局） 

〇被災時の基幹インフラとして重要な公共交通機関である鉄道施設の耐震化、

減災対策、早期復旧体制強化が必要であるとともに、安全な鉄道輸送確保と

して、老朽化した設備更新を促進していくため、静岡鉄道に対して補助を行

っている。 

〇本市を通過するＪＲ東海道新幹線、ＪＲ東海道本線、高速道路など、国土の

大動脈となる基幹的交通インフラは、救助・救急活動や支援物資の輸送等の

機能を持つとともに、広域・市内道路ネットワークとの連携を担うことから、

防災ネットワークとして機能する道路整備、道路管理が求められる。 

【取組内容】 

・鉄道軌道安全輸送設備等整備事業 

（２）緊急輸送路等の整備と耐震化の促進 （建設局、都市局）※再掲 

○救急・救命活動や支援物資の輸送、復旧・復興活動を迅速に行うルートを確

保するため、安全で信頼性の高い高規格道路である新東名高速道路、中部横

断自動車道、国道１号、静清バイパス等の整備を促進するとともに、緊急輸

送路等の道路整備、街路整備、道路橋の耐震対策や斜面・盛土等の対策を推

進する必要がある。 

○被災後の広域支援や緊急救命、物資搬送の基盤となる強い道路ネットワーク

の確立に向け、IC アクセス道路の整備を実施している。 

○道路橋の耐震対策は、阪神淡路大震災以降、緊急輸送道路の古い道路橋を中

心に対策を実施してきたが、地震時の道路ネットワークの更なる強靱化とし
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て計画を見直し、緊急輸送道路を補完する路線や孤立集落に接続する路線、

地震時の被害が大きいと考えられる橋脚を有する橋や落橋しやすい形状の

橋を優先的に対策している。平成 30 年度までに 126 橋の対策が完了してお

り、耐震性能を満たしていない道路橋の耐震化として、優先度の高い 103 橋

について、令和 12 年度末までに対策完了を目標としている。 

○緊急輸送路等の機能及び通行の安全を確保するため、沿線の土砂崩れ対策等

が必要で優先度の高い箇所について、順次整備を実施している。 

【取組内容】 

・緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業） 

・沿道建築物耐震化事業 

・道路橋の耐震化事業 

・道路構造物・施設の長寿命化対策事業 

・緊急輸送路等における無電柱化 

・緊急輸送路上における道路のり面対策事業 

（３）高規格道路の整備促進 （建設局）※再掲 

○南海トラフ巨大地震が危惧される本市においては、災害時の広域的な救急

活動や災害対応を可能にするため、強靱な高規格道路ネットワークの構築

が求められている。 

○本市の東西交通を支える国道一号は、静清バイパス清水平面区間や現道長

沼交差点での慢性的な渋滞、興津・由比地区の災害時の脆弱性が弱点であ

り、ヒト・モノの安定的な輸送に問題を抱えている。 

○安定と安心の道路ネットワーク構築を目標に、慢性的な渋滞解消、災害時

の交通確保を図るため、国と連携した整備促進、早期事業着手を目指して

いる。 

【取組内容】 

・国道１号静清バイパス整備促進事業 

・中部横断自動車道整備促進事業 

・静岡南北道路調査検討事業 

・重要物流道路及び補完路整備事業 

 

 

6-5 広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興が大

幅に遅れる事態 

＜被害想定＞【津波】（第４次地震被害想定レベル２）、【風水害】 

・津波浸水面積：駿河区 3.9 ㎢、清水区 13.8 ㎢ 
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（１）河川改修事業及び河川構造物耐震・津波対策事業（建設局） 

〇第４次地震被害想定による地震津波に対して、既存インフラの整備効果が発

揮できるよう、適切な維持管理に努め、施設高が不足している箇所について

は、嵩上げや液状化対策などの耐震化を行うとともに、津波が施設を乗り越

えた場合にも減災効果を発揮する粘り強い構造への改良などの質的強化を

行う必要がある。 

○浸水被害軽減のため、流下能力が不足している河川について、護岸の改修等

を行うとともに、広域河川の整備により、流域の治水安全度の強化を図って

いる。 

○市が管理している重要な河川構造物の耐震・耐津波対策として、施設の耐震

補強や津波の遡上を防止するためのフラップゲート等を設置し、地震・津波

に対する被害軽減を図るとともに、（二）浜川水門及びポンプ施設・樋門・

樋管等の河川構造物の長寿命化を進め、維持管理費の低減及び平準化を図

る。 

【取組内容】 

・雨水幹線・ポンプ場整備事業 

・雨水総合排水計画の更新 

・静岡市浸水対策推進プラン 

・安倍川圏域総合流域防災事業（秋山川） 

・巴川流域貯留浸透施設整備事業 

・浜川広域河川改修事業 

・浜川水門特定構造物改築事業 

・河川構造物耐震・津波対策事業 

 

 

6-6 被災者の住居や職の確保ができず、生活再建が大幅に遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２) 

【（イ）南海トラフ巨大地震（地震動：基本ケース、津波：ケース①）パターンⅮ】 

・建設型応急仮設住宅 ： 約 14,000 戸 

・借上げ型応急住宅  ： 約 20,000 戸 

・公営住宅一時使用数 ： 約 2,000 戸 

（１）罹災者調査原票作成・罹災証明発行 （財政局） 

〇大規模災害発生後、市民の生活再建にあたって、被害（罹災）の程度が被災

者生活再建支援策の基準となることから、迅速かつ正確な罹災証明書発行が

必要となる。このため、被害認定調査、罹災者調査原票作成のため、更なる

調査員確保、調査手法の簡素化、システム導入による管理等を進め、調査棟

・事業所の被災、勤務者・求人需要の減少、観

光客の減少等により事業の継続が困難とな

り、従来どおりの雇用の継続に支障をきたす 
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数 100,000 棟、罹災証明書発行枚数 1,100 枚/日（３カ月程度）を執行でき

る体制の強化を進める。 

【取組内容】 

・被災家屋の被害認定調査、災害罹災者調査原票作成 

・罹災証明発行業務 

（２）都市復興基本計画策定行動指針事業 （都市局） 

〇大規模地震発生後の本市における都市復興まちづくりを進めるにあたり、す

みやかに「静岡市都市復興基本計画」を策定し、円滑な復興事業の推進を図

る必要がある。このため、最新のハザード情報を反映し、より実行性の高い、

具体的な策定行動指針に修正・改定を行うとともに、復興に関わる市職員等

に周知していく。 

【取組内容】 

・災害に強いまちづくり推進事業 

 

 

6-7 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有

形、無形の文化的衰退・喪失 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定) 

 ・指定文化財（有形）：211 件  ・ユネスコ世界の記憶：１件 
 ・指定文化財（無形）： 14 件  ・世界文化遺産富士山構成資産：１件 
 ・指定文化財（記念物）：67件   ・国登録有形文化財：38 件 

（１）有形文化財の防災対策 （観光交流文化局） 

○建造物などの有形文化財の被害防止・軽減を図るため、建造物の耐震化、防

火対策や美術・工芸品などの有形文化財の転倒防止などの防災対策を図る必

要がある。 

【取組内容】 

・市保有の文化財施設等の整備・維持管理 

・文化財所有者が実施する防災対策や保存修理事業への助成 

（２）無形文化財の継承対策（観光交流文化局） 

○民俗芸能などの無形文化財について、担い手の被災や地域コミュニティの縮

小、崩壊により休止した場合、それを再開するために記録を作成する必要が

ある。 

【取組内容】 

・映像記録や調査記録の作成 

（３）被災文化財の情報収集体制の構築（観光交流文化局） 

○災害発生時に被災文化財を迅速に救済するため、被害情報を早期に収集する
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体制を構築する必要がある。 

【取組内容】 

・民間団体等との連携による被害情報の収集体制の構築 

6-8 境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅に

遅れる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定) 

・大規模災害時に土地の境界の復元が迅速に行えず、用地処理問題が支障となり復興が進

まない。 

（１）土地の境界情報の明確化に向けた地籍調査（建設局） 

〇被災地の復興を迅速かつ計画的に進めるため、大規模災害発生後に土地の境

界の復元が迅速に行えるようにするため、境界に関する情報を明確にする地

籍調査の促進を図る。 

○復旧・復興事業の着手にあたり、土地の境界の現地復元の迅速化・効率化を

図るため、筆界点の座標値など境界に関する情報を明確にする地籍調査の促

進を図る必要がある。 

【取組内容】 

・地籍調査事業 

・一筆地調査による地籍図及び地籍簿の整備 

 

 

6-9 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による地

域経済等への甚大な影響 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定) 、【風水害・感染症】 

比較的軽い被害など支障がない状態であっても、出所不明情報等が拡散し、風評被害に

よる経済的影響を受けることが考えられる。 

（１）正確かつ迅速な情報発信方法 （危機管理局、観光交流文化局） 

〇災害発生時における誤認識や消費者の過剰反応等による風評被害を防ぐた

め、被害情報収集時に的確な情報を把握し、迅速かつ的確に提供することが

必要となる。 

○災害時には、憶測や無責任な発言等がＳＮＳ等により拡散し、混乱をさせる

恐れが高いことから、正確な情報収集、発信の手段について周知を図る必要

がある。 

【取組内容】 

・静岡市ＨＰやＳＮＳの活用による情報提供 

・防災情報ポータルサイトでの情報提供 

・静岡型災害時総合情報サイトの開設 
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・誘客プロモーション、情報発信 

 

 

 

７ 防災・減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくり 

7-1 人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態 

＜被害想定＞【地震・津波】(第４次地震被害想定レベル２)、【土砂災害】 

・人口減少、流出、高齢化及び核家族化などによる地域コミュニティ崩壊が顕著となり、

地域防災力の低下を招く可能性がある。 

（１）地域防災力の低下防止及び避難支援体制強化 （危機管理局、保健福祉長

寿局） 

○地域防災力低下への対策のため、地域における防災人材を養成し、地域防災

の柱となる人材育成推進が必要となる。 

○災害時の避難支援等を行うため、個人情報の提供について同意を得た市民の

情報を名簿、台帳により自主防災組織等に提供しているが、今後、さらに活

用しやすいものとするため、地域の意見を聴く等により改善に向けた検討を

進めている。 

【取組内容】 

・避難行動要支援者避難支援制度の推進 
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５ 脆弱性評価を踏まえた強靱化に向けた課題 

前節の評価結果から、本市の強靱化を図るうえで重要な課題となる次の点を

提起する。 

 

（１）静岡市地震・津波対策アクションプログラムに基づいた人命優先の取組 

  

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞  

1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 
1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 
1-3 台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生（ため池の損壊による 

ものや、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に 
伴うものを含む） 

1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり国土の脆弱性が高まる 
事態 

1-5 情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者が発生 
 

【重要な課題】 

本市では、昭和 51 年の東海地震説の発表以来、同報無線の整備や食料・物

資の備蓄、自主防災組織等による防災訓練など、様々な防災対策を着実に進め

てきたが、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災がもたらした未曽有の

大災害からの教訓も踏まえ、平成 25 年度に「静岡市地震・津波対策アクショ

ンプログラム（以下「アクションプログラム」という。）」を策定し、令和５年

度に改正した。 

アクションプログラムでは、人命を守ることを最優先とし、特に発災直後の

人命救助の観点から、地震・津波から市民の命を守るための様々な施策が盛り

込まれている。 

これらの施策には、津波避難タワーの建設や構造物の耐震・津波対策など、

被害の最小化を図るための環境整備だけでなく、市民一人一人が、災害時に適

切な避難行動が取れるようになるための活動支援などもある。 

本市は、「人命優先」の理念が込められたこのアクションプログラムを、国土

強靱化地域計画に盛り込み、アクションプログラムの進捗管理を図りながら、

人命優先のための新たな事業にも取り組んでいくこととする。 

 

 

（２）基幹的交通ネットワークを確保する 

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞ 

2-9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態 
5-5 地域交通ネットワークが分断する事態 
 

【重要な課題】 
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本市は、平成 17 年 4 月に政令指定都市に移行したことから、高速自動車道

３路線（東名高速道路、新東名高速道路、中部横断自動車道）、国道 1 号及び

国道 52 号、清水港の臨港道路を除き、沿岸部から山間部まで国県市道を一体

的に整備、管理しているが、地形特性上、沿岸部における津波浸水リスク、山

間部における地山崩壊、土砂堆積等のリスクを抱えている。 

この広大な市域については「静岡市のみちづくり」に基づき、「災害から命を

守る道路」整備を計画的に推進しており、これらの道路を確実に機能させるた

めには、「道路構造物維持管理基本方針」に基づき、アセットマネジメントの

考え方を取り入れ、ライフサイクルコストの削減、施設の長寿命化、適切な維

持管理が必要となる。 

また、緊急輸送路等沿線については、建築物等による落下物の対策やブロッ

ク塀の耐震化等、被災時に緊急輸送路等の円滑な通行を確保するため緊急輸送

ルートを定めた。今後は沿道の建築物等の耐震化を推進していく。 

これらの方針、計画、事業実施により、ハード対策としての基幹的交通ネッ

トワーク及びそれらに連結する道路網確保、強靱化を進めている。 

また、防災、減災事業を補完するため、津波ガレキ、崩壊土砂、建築物倒壊

等による道路閉塞については、計画に基づく「道路啓開」が必要となる。「道路

啓開」にあたっては、まず「くしの歯」道路網により、救助・救急活動や支援

物資の輸送するルートを確保するため、国・県・市・建設業者など「道路啓開」

に関する体制整備・強化が必要となる。 

国の基幹的かつ大動脈となる東西交通ネットワークが集中する本市では、今

後発生する大規模災害発生から想定される、あらゆるリスクに対しても、基幹

的交通ネットワークの維持、確保、早期復旧を可能とする、官民一体となった

今まで以上に強靱な基幹交通ネットワークの形成、確保が必要となる。 

 

 

（３）災害発生時においても、防災拠点などの行政機能や情報通信手段などを

確実に確保する 

 

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞ 

3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 
2-3 消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
5-1 テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、インターネット・SNS など、災害時に活用 

する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態 
 

【重要な課題】 

市庁舎などは、大規模自然災害が発生した直後には、被害状況の把握や救助・

支援活動、応急復旧、復興などの災害応急活動の中心的拠点となるが、救援物
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資の配送拠点や仮置き場として使用される公園や、広場などのオープンスペー

スも重要な防災拠点となる。 

このため、このような公共施設は、地域の特性や実情に応じて防災拠点とし

て指定し、必要な配備や整備を行うことが求められ、平常時から災害時の機能

発揮を見据えた検討を行う必要がある。 

また、市民一人一人に対して、より迅速、確実に災害関連情報を伝達するた

めに、同報無線のデジタル化や、防災ラジオによる情報提供、防災情報ポータ

ルサイトの運用、さらには、静岡型災害時総合情報サイトの開設など、情報イ

ンフラの環境変化に応じた新たな情報通信手段を確保し、情報収集・伝達機能

の強化を図る必要がある。さらに、携帯電話等が輻輳のために利用できないこ

とが想定されるため、昨今の自然災害対応として避難所・避難地内の住民への

情報提供或いは情報収集手段として災害時優先電話の活用や衛星携帯電話の継

続配備などにより、一般携帯電話網の輻輳時の代替手段を確保する必要がある。 

 

 

（４）生活・経済活動への影響等を最小化するための機能を確保する 

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞ 

5-4 上下水道等の長期間にわたる機能停止 
 

【重要な課題】 

被災後、平常の生活・経済活動を取り戻すには相当な時間を要することが想

定されることから、本市の市民、通勤・通学者、来訪者の生命・身体・財産の

保護、住民生活・経済活動への影響、被害等について最小化を図ることが求め

られる。大規模な災害で公共施設、庁舎、設備及び市職員や事業者が被害を受

けても、あらかじめ定めた優先度に沿って復旧作業や通常業務を実施できる体

制が必要となる。 

このため、災害時などの対応や体制を確立させるため、「ＢＣＰ(事業継続計

画)」等を充実させ、災害発生時に行政と市民・民間との連携により双方の協力

体制を強化していく必要がある。 

 

 

（５）二次災害を防ぎ迅速な再建・復興を図る 

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞ 

5-5 地域交通ネットワークが分断する事態 
6-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
6-5 広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 
6-8 境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 
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【重要な課題】 

大規模地震等に起因して発生する二次災害として、市街地での大規模火災、

沿線・沿道の建物倒壊による幹線道路の閉塞といった様々な状況が想定される

が、これらの発生を抑制するための対策を行う必要がある。また、１日でも早

く平常の暮らしを取り戻すためには、市民生活を支える重要インフラの機能強

化だけでなく迅速な再建・復興を推進するため、持続可能な街づくりを推進す

るためにも、有事を見据えた平時からの対策を行う必要がある。 

 

 

（６－１）「自助」「公助」「共助」を適切に組み合わせる 

＜課題提起に係る主な脆弱性評価結果＞ 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 
4-4 食料等の安定供給の停滞 
7-1 人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態     など 
 

【重要な課題】 

人命優先の理念を具現化するためには、自分の身を守るための知識や行動の

修練を積む「自助」や、公共施設やインフラ施設の耐震化など行政機関が行う

「公助」だけでなく、「自分たちの地域は、自分たちで守る」という意識を持ち、

自主防災組織を中心とした防災訓練や防災資機材の備蓄などの「共助」も重要

な要素となる。 

国土強靱化の理念である「どんな事が起ころうとも最悪な事態に陥ることが

避けられるような「強靱」な行政機能や地域社会、地域経済を事前につくりあ

げる」ためには、この「自助」「公助」「共助」が適切に組み合わされ、市民・

地域・行政が様々なかたちで連携・協力しながら、強靱化の輪を広げ、重ねて

いくことが重要である。 

（６－２）国、県、近隣市町、民間事業者と綿密に連携していく 

【重要な課題】 

巨大地震など、未曽有の大災害が発生した際には、本市のみならず周辺自治

体にも相応の被害が発生することが想定される。そのような広い範囲で災害が

起きる場合には、国や県だけでなく、近隣市町や民間事業者とも、支援・受援

に関する様々な連携が迅速に行われなければならない。 

そのためには、平常時から国、県、近隣市町、民間事業者と綿密に、国土強

靱化に関する情報を共有し、協定の締結など、連携確保のための体制を確保し

ておく必要がある。 

このことから、今後も、ライフライン関係事業者や災害時の応援協定を締結
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している事業者、さらには、国や県とも頻繁に情報交換するとともに、他機関

と共同で防災訓練を実施するなど、連携体制の強化を推進していくこととする。 

（６－３）防災・減災のリーダー的人材を育成する 

【重要な課題】 

災害が発生した場合において、迅速かつ的確な防災・減災の対応が行えるか

どうかは、ひとえにその対応に従事する人材の資質によるところが大きい。こ

のような防災・減災に関する資質については、国や地方自治体などの担当職員

だけでなく、地域の防災リーダーやボランティア組織に属する担当者にも求め

られるものである。 

平成 15 年に開催された中央防災会議の「防災に関する人材の育成・活用専門

調査会」においては、防災に携わる人材として、「a 災害発生後時間経過とと

もに何が起こるか、自分の周辺で何が起こるかなどを具体的にイメージするこ

とができるイマジネーション能力」、「b 情報不足下、あるいは情報集中下にお

いて状況を分析・判断し、理解する能力」、「c 自らの災害に関する知識を有機

的に結合し、状況に応じ最適な判断を行い、迅速に行動する能力（状況や意見

を伝達するプレゼンテーション能力、連携、助け合いのためのコミュニケーシ

ョン能力を含む）」の３つの能力が必要であるとしている。 

国は、平成 25 年度より「防災スペシャリスト養成研修」事業を開始し、国や

地方公共団体の防災・危機管理のリーダー的人材の育成に取り組んでいるが、

本市職員も積極的に研修会に参加するとともに、本市においても、地域の防災

リーダーを育成するための各種研修会を開催するなど、民間事業者も含めた地

域防災リーダーの資質向上にも努めている。 

今後も、このような防災・減災のリーダー的人材を育成するため、研修や訓

練手法の開発、防災関係機関間での情報共有、災害対策に関する知識の蓄積や

共有化などを推進していくこととする。 
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第４章 重点化施策の抽出 

１ 優先順位の高いリスクシナリオの選定 

    限られた予算の中で効率的かつ効果的に国土の強靱化を進めるため、第

３章３で設定した「リスクシナリオ」（起きてはならない最悪の事態）につ

いて、国や県の方針を参照しつつ、本市の地域特性を鑑み、第３章５で提

起した６つの重要な課題に基づき、優先性の高いものを重点化しながら進

めるため、40のうちから20の重点的に取組むべきプログラムを設定した。 

 

＜重要な課題＞ 

（１）静岡市地震・津波対策アクションプログラムに基づいた人命優先の取

組 

（２）基幹的交通ネットワークを確保する 

（３）災害発生時においても、防災拠点などの行政機能や情報通信手段など

を確実に確保する 

（４）生活・経済活動への影響等を最小化するための機能を確保する 

（５）二次災害を防ぎ迅速な再建・復興を図る 

（６）—1「自助」「公助」「共助」を適切に組み合わせる 

（６）—2 国、県、近隣市町、民間事業者と綿密に連携していく 

（６）—3 防災・減災のリーダー的人材を育成する 

 

 

＜重要な課題と重点的に取組むべき 20 のプログラム＞ 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

重要な課題 

1 2 3 4 5 ６ ６ ６ 

１－１ 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 ●      ●  

１－２ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 ●      ●  

１－３ 台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷

者の発生（ため池の損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不

全等による洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うも

のを含む） 

●      ●  

１－４ 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度に

わたり国土の脆弱性が高まる事態 
●      ●  

１－５ 情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多

数の死傷者が発生 
●     ●   

１－６ 火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発生 ●      ●  

-2 -1 -3 
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２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資エネルギ

ー供給の停止 
●      ●  

２－３ 消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不

足 
●  ●     ●

２－６ 医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、医療機能の麻痺 ●      ●  

２－８ 避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない事態 ●     ●   

２－９ 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができ

ない事態 
● ●     ●  

２－10 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者

の健康・心理状態の悪化による死者の発生 
   ● ●    

３－１ 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下   ●   ●   

５－１ テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、インターネット・

SNS など、災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態 

  ●   ●   

５－４ 上下水道等の長期間にわたる機能停止    ●   ●  

５－５ 地域交通ネットワークが分断する事態  ●   ●  ●  

６－２ 道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 
    ●   ●

６－５ 広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興

が大幅に遅れる事態 
    ●  ●  

６－８ 境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅

に遅れる事態 
    ● ●   

７－１ 人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態      ●  ●

 

 ２ 第４次静岡市総合計画を踏まえた重点化施策の整理 

（１）施策の分野 

   リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）を回避するため、部局横

断的な取組や複数の取組を合わせた対策もあることから、必要な施策の分野

を検討した。 

設定にあたっては、「第４次静岡市総合計画」の 10 の分野、各分野の政策・

施策を推進するための４つの横断的な視点を参考とし、次のとおり設定した。 

  （a）行政機能/危機管理 （d）健康・福祉    （g）DX・GX 

  （b）社会基盤      （e）観光・経済  

  （c）生活・環境     （f）文化・教育 
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（２）施策分野ごとの推進方針 

   ４つの基本目標を達成するため、６つの重要な課題及び脆弱性評価を踏ま

え、リスクシナリオを回避する国土強靱化に資する施策に取り組むことが

必要である。これら施策について、分野ごとに推進方針、具体的な内容を提

起する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （a）行政機能/危機管理 

  ＜行政機能の業務継続性の確保＞ 

  ○大規模災害が発生した時でも、庁舎などが所要の機能を維持するため、耐

震性及び耐浪性を備えた庁舎の整備や、防災無線などの情報通信施設、非

常用発電機の稼働確保に必要な設備の整備・更新、燃料の確保を進める。 

  ○静岡市の業務継続計画（BCP）の評価と見直しを行うとともに、必要な物

資の備蓄や、重要データのバックアップの確保などに努める。 

 

  ＜アクションプログラムの進捗管理＞ 

  ○「静岡市地域防災計画」及び「静岡市津波防災地域づくり推進計画」など

に基づくアクションプログラムの進捗管理と、「静岡市危機管理指針」に

位置付けられた多様な危機への対応に関する課題の検証を行うとともに、

災害対応時の各部各班の役割を、庁内全体に周知徹底する必要がある。 
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  ＜防災情報の伝達手段の強化＞ 

○災害時の広報・広聴を充実させるため、防災情報ポータルサイトの運用

を開始し、本市の防災に関する各種情報を市民に提供している。 

 さらに、避難情報や支援情報など災害関連情報を一元的に分かりやすく

発信するため、静岡型災害時総合情報サイトを構築する。 

また、同報無線のデジタル化に向け取組を推進していく。 

  ○市民への防災情報の伝達手段として、これまでの同報無線や緊急速報メ

ール、防災メールなどに加え、スマートフォンを活用した SNS による双方

向通信機能の活用など、防災情報の伝達手段の多様化を図っている。SNS

の活用として、静岡市 LINE 公式アカウントにより、ワンタップ・ワンク

リックで手軽に情報へのアクセスを可能とし、プッシュ通知により確実

かつダイレクトな情報発信等に取組んでいる。 

 

  ＜防災訓練の実施＞ 

  ○各部各班の職員を対象とした各種の臨機応変な対応を求める実践的な訓

練を実施することにより、災害対応力の強化を図る。 

 

  ＜災害応急対策＞ 

  ○災害時の道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時の応援協

定を締結する民間団体等との情報交換を密にし、連絡窓口の確認を定期

的に行うとともに、必要に応じた協定内容の見直しを図る。 

  ○避難所の安全確保を図るため、避難所と緊急避難場所の指定を促進する

とともに、避難所運営におけるマニュアルの整備や避難所運営訓練の実

施などを行う。 

  ○新型コロナウイルス感染症などの、感染症の蔓延を防ぐための体制を構

築する。また、避難所において、ソーシャルディスタンスを確保する必要

があり、避難所が過密状態になることを防ぐため、収容人数を分散（人の

収容率の軽減）化するためにも住宅の耐震化等を推進し、避難所へ避難す

ることなく自宅に滞在できる人数を増やす必要がある。 

○大規模地震発生時等において、帰宅困難者への事前準備として、交通機関

や観光施設、事業所などにおいては、飲料水や食料などの緊急物資の備蓄

を促進する。 

  ○上水道の断水に備え、応急対策施設・設備の整備を進めるとともに、協定

団体等と応急給水及び応急復旧に関する協力体制を確立する。 

○遺体に関して適切な対応を行うため、遺体処理計画の策定や広域火葬体 



67 

 

制の整備を図る。 

  

  ＜地域防災力の強化＞ 

  ○市民の防災意識を高め、防災情報を正しく理解し、適時適切な避難行動が

できるよう、出前講座の開催や、広報紙や地域コミュニティ FM などを活

用した啓発活動を行うなどを積極的に行う。 

  ○家具の固定やガラスの飛散防止、さらには、通電火災を防ぐための感震ブ

レーカーの設置など、各世帯での防災対策を促進する。 

  ○市民に対して、７日以上の食料、飲料水の備蓄を呼びかけ、普段の生活で

できる備蓄方法など市 HP や出前講座、コミュニティＦＭラジオ放送を通

じて広く周知する。 

  ○災害発生時に、自らの判断で的確な行動がとれる知識や知恵を持った人

材や、次世代の地域防災の担い手などの育成・活用を推進する。 

  ○地域の防災資機材整備を進めるとともに、地域防災力向上を図るため、地

域防災訓練の定期開催や、学校などの地域防災活動への参画を促進する。 

○自主防災組織などの共助による防災活動の推進を図るため、各地区の市 

民や事業者が行う自発的な防災活動に関する実効性を伴う地区防災計画 

の策定を促進する。 

○男女共同参画の視点からの防災対策について、関係機関・団体などのネッ

トワーク拡大を図るとともに、地域で活躍できる女性防災リーダーを育成

する。 

○外国人住民に対する防災研修の開催などにより、地域防災の担い手となる

外国人住民を育成する。 

 

＜消防力の充実と強化＞ 

〇発災後の消防、救急需要に的確に対応するため、消防署所の整備、消防車  

両等の更新及び救急体制の充実と、耐震性防火用貯水槽等の計画的な整備

を進めていく。 

〇119 番通報に迅速かつ的確に対応するため、消防総合情報システム・消防

救急デジタル無線の維持管理を適正に行い、安定稼働を継続する。 

〇消防広域化により、様々な地域特性がある中で、複雑多様化する災害に対

応できるよう、機動力に優れた消防ヘリコプター等を活用した災害対応力 

の強化を図る。 

〇消防団員確保対策事業の一環として、令和２年４月より機能別団員制度を 

導入し、消防体制の充実及び消防団員の確保に努めるとともに、震災資機

材及び被服等の装備品について、更新計画に基づき整備を図る。   



68 

 

 

 （b）社会基盤 

 ＜交通＞ 

 ○救急救命活動や支援物資の輸送、復旧・復興活動を迅速に行う道路を確保

するため、国道１号静清バイパスや中部横断自動車道などの高規格道路の

整備促進と、緊急輸送路機能を補完する道路の整備を進める。 

 ○輸送ルートの確保に向け、国や県、建設業協会、災害協定を締結している

業者等と連携した道路啓開計画の策定や訓練を行う。 

○大規模災害時の、建築物の倒壊などによる道路の閉塞を防ぐため、緊急輸

送ルートの沿道建築物の耐震化を促進する。 

 ○大規模災害時に、電柱の倒壊などによる道路の閉塞を防ぐため、緊急輸送

路などにおける無電柱化を進める。 

 ○道路標識の老朽化対策や、ICT を活用した道路情報の発信など、道路情報

の配信システムの充実を図る。 

 ○広大な中山間地を抱える本市では、災害時の迂回路となる農道や林道の整

備を進め、避難路や代替輸送路を確保するための取組を促進する。 

 

＜水害対策＞ 

○市内広域にわたり、甚大な浸水被害をもたらす恐れのある河川の氾濫を防

ぐため、河川改修を促進するとともに、麻機遊水地の整備など洪水調整施

設の整備を進める。 

○浸水常襲地区においては、静岡市浸水対策推進プランに基づき河川改修、

雨水幹線・ポンプ場及び雨水貯留施設などの整備を進めるとともに、既存

施設の運用方法を見直すほか、適切な土地利用への誘導、乱開発の抑制、

森林保全の取組など、ソフト対策も充実させる必要がある。 

○大雨警報などが発表され、市内全域に甚大な浸水被害が発生する恐れがあ

るときなどに、市民が迅速かつ円滑に避難できるようにするため、浸水想

定区域におけるハザードマップの周知徹底を図るとともに、出前講座の際

にマイ・タイムラインの作成などを呼びかけ、図上訓練などを実施するこ

とにより、地域の防災力を高める。 

 

＜津波対策＞ 

○静岡県第４次地震被害想定で推計した、レベル１の津波を対象に、施設高

が不足している箇所について、津波を防ぐことができる高さまで嵩上げす

る対策を、県とともに進めていく。 

○津波を防ぐ施設に関して、耐震性を確保し、津波が施設を乗り越えた場合
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にも、粘り強く減災効果を発揮できる構造への改良を行う。 

○市民一人一人に、津波に関する正確な知識や発災時に取るべき行動を理解

していただけるよう、あらゆる機会をとらえて周知を図るとともに、実践

的な津波避難訓練を実施していく。 

○津波到達時間内に安全に避難できるよう、津波避難タワーや津波避難ビル

の指定、避難路の整備等を進める。 

○津波到達までに陸閘などを安全かつ確実に閉鎖できるよう、定期的に陸閘

の開閉操作訓練を行う。 

 

＜土砂災害防止対策＞ 

○国が直轄地すべり対策事業を実施している由比地区においては、国道１号、

東名高速道路、JR 東海道線といった東西の重要交通網が集中しているこ

とから、地すべり防止区域において、地すべり防止施設等の整備の推進体

制を構築し、県とともに事業を推進していく。 

○本市には、現在 2,039 箇所の急傾斜地崩壊危険箇所が点在していることか

ら、県と連携し急傾斜地崩壊防止対策を進めていく。（市としては、広報

及び啓蒙活動を実施するとともに、急傾斜地崩壊対策事業の指定基準に該

当する地元要望箇所の指定促進を実施していく。） 

○急傾斜地の崩壊等による被害の発生を未然に防止するため、土砂災害防止

等施設を自ら設置する市民に対し、その設置費用の一部を助成する。 

【助成要件有り】 

〇危険ながけ地に近接して建つ住宅を安全な場所へ移転する市民に対して、

費用の一部を助成する。【助成要件有り】 

 

＜復興計画＞ 

○本市では復興事前対策として、大規模地震等により被災した都市の復興を

迅速かつ円滑に進めていくために、市民・行政それぞれの役割や行動を示

した「静岡市都市復興基本計画策定行動指針」を策定している。 

 

＜地籍調査＞ 

○大規模災害発生後に土地の境界の復元が迅速に行えるようにするため、境

界に関する情報を明確にする地籍調査の促進を図る。 

 

＜防災能力向上＞ 

○地震緊急避難場所としての空間を確保するとともに、防災機能を兼ね備え

た道の駅により地域の防災力向上を図る。 
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（c）生活・環境 

  ＜建築・住宅＞ 

○大規模地震災害に対して、市民の命を守り、防災機能を高め、復旧を早

期実現するため、公共建築物の構造及び非構造部材を含めた耐震化を計

画的に推進する。 

○住宅の耐震化は、市民の命を守ることはもちろん、負傷者や避難者を減

少させ、発災後の応急対応や復興における社会全体の負担を軽減する効

果があることから、専門家による家屋の無料耐震診断や、耐震補強など

への助成など、主に木造住宅の耐震化を促進する。 

  ○適切な管理が行われていない空き家は、火災発生などの要因となること

も考えられるため、建物所有者等に対する適切な管理の啓発、指導を行う

など、空き家対策を推進する。 

  ○避難路沿道のブロック塀の撤去・改善に対する助成などにより、避難行動

の障害物となる危険性がある沿道のブロック塀の耐震化を促進する。 

  ○余震などによる二次災害を防ぐため県・各市町と協力し、被災建築物の   

応急危険度判定の実施体制をより強化する。 

○従来から実施している土地区画整理事業などにより、道路や公園を整備

して、災害発生時の円滑な避難に結び付けるほか、木造住宅密集市街地

における火災延焼を防ぐためのきめ細かな施策を展開する。 

 

＜上下水道＞ 

○上下水道施設について、計画的な耐震化・耐津波化を引き続き推進してい

く。 

＜輸送・交通＞ 

○災害時には、災害対策の中枢機能や、救援・救護、物資輸送などの機能が

集積する拠点を形成し、これらの相互連携を可能にする道路・交通インフ

ラ施設の機能強化によって、確実かつ円滑な災害対応を図る。 

○災害発生時の緊急輸送活動のために多重化や代替性を考慮しつつ確保す

べき輸送施設及び輸送拠点について把握し、緊急輸送が円滑に実施される

よう予め運送業者と協定を締結するなど体制の整備に努める。 

 

＜廃棄物対策＞ 

○市民生活の安全・安心の確保や、速やかな復旧・復興が可能となるように、

廃棄物の処理を適正かつ迅速に行うための、一般廃棄物処理基本計画の随

時見直しや評価・検証を行う必要がある。 
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（d）健康・福祉 

  ○災害時に必要となる医薬品等の調達及び供給について、関係機関と連携

し、その充実を図る必要がある。 

  ○災害時における電力途絶に備え、病院などの医療機関における燃料タン

クや自家発電装置の設置などを促進する。 

  ○ヘリコプターなどを活用した重症患者の広域医療搬送体制、被災地外か

らの災害派遣医療チーム（DMAT）などの救護班受け入れによる治療実施体

制など、医療救護計画に基づく災害時の医療救護体制を整備する。 

  ○高齢者、障がいのある人、乳幼児、妊産婦などの要配慮者を避難させる「福

祉避難所」の設置を促進する。 

   

（e）観光・経済 

○災害発生時の観光客の避難誘導、帰宅支援、外国人観光客への対応などに

ついて行政と観光関係者が連携を図り、観光地の防災対応力を向上させる。 

○大規模災害時の事業所の被災による生産能力の低下を防ぐため、事業者へ

の必要な支援を行う。 

○事業所における事業継続計画（BCP）の策定を促進する。 

○被災者の経済的な生活基盤を確保し、再就職支援が円滑に実施できるよう、

静岡労働局、公共職業安定所などの関係機関との連携を強化する。 

○災害発生時における消費者の過剰反応などによる風評被害を防ぐため、正

しい情報を迅速に発信できる体制を構築する。 

 

（f）文化・教育 

○身を守る行動のとり方などについて、学校や企業、地域の自主防災組織な

どを通じ、継続的に防災訓練や防災教育などを推進していくとともに、市

民の自発的な行動計画策定を促す必要がある。 

○市の防災部署における防災に関する研修の充実、水防団の充実強化による

人材育成や適切な組織体制を構築する。 

 

（g）ⅮＸ・ＧＸ 

＜ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進＞ 

〇デジタル技術を含めて積極的に新技術を活用し、災害対応力の向上など、

国土強靱化施策の高度化を図る必要がある。 

〇事前防災・地域防災に必要な情報の創出・確度の向上・デジタルでの共有、

被災者の救援救護や災害時の住民との情報共有にデジタル（ドローン・Ａ
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Ｉ）等を最大限活用する。 

 

＜ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進＞ 

 〇流域治水と連携したグリーンインフラによる雨水貯留・浸透の推進を図

る必要がある。 

 ○太陽光発電などの自立分散型エネルギーシステムを活用したエネルギー

のネットワーク化を推進するとともに、将来的なエネルギーとしても期待

される水素エネルギーや再生可能エネルギーなどの利活用にも取り組む。  
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◆40 のリスクシナリオ 

2０の重点的に取組むシナリオ（着色シナリオ） 

■７つの施策分野 

 

起きてはならない最悪の事態【40 リスクシナリオ】  
 
  

1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 ■ ■ ■     

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 ■ ■      

1-3 
台風、豪雨などによる広域かつ⾧期的な市街地等の浸水による死傷者の発生（ため池の

損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱

な防災能力の⾧期化に伴うものを含む） 

■ ■     ■ 

1-4 
大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり国土の脆弱性

が高まる事態 
 ■ ■     

1-5 情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者が発生 ■     ■ ■ 

1-6 火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発生 ■ ■      

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資エネルギー供給の停止 ■  ■  ■   

2-2 多数かつ⾧期にわたる孤立地域等の同時発生 ■      ■ 

2-3 消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 ■     ■  

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の⾧期途絶 ■   ■    

2-5 想定を超える大量かつ⾧期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料等の供給不足   ■     

2-6 医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、医療機能の麻痺    ■    

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生    ■    

2-8 避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない事態 ■  ■ ■  ■  

2-9 緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態  ■ ■    ■ 

2-10 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の

悪化による死者の発生 
  ■ ■    

2-11 応急仮設住宅等の住居支援対策の遅延による避難生活の⾧期化     ■   

2-12 被災者へのきめ細かい支援の不足による心身の健康被害の発生   ■     

3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ■    ■   

4-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力の低下による経済活動の停滞 ■      ■ 

4-2 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 ■       

4-3 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上）の機能停止       ■ 

4-4 食料等の安定供給の停滞 ■       

4-5 観光業、商業、農業、漁業等あらゆる産業の被害拡大と産業の停滞     ■   

4-6 農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下       ■ 

5-1 

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、インターネット・SNS など、災

害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

    ■  ■ 

5-2 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の⾧期間・大規模にわたる機能の停止 ■    ■  ■ 

5-3 都市ガス供給・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の⾧期間にわたる機能の停止 ■      ■ 

5-4 上下水道等の⾧期間にわたる機能停止 ■ ■     ■ 

5-5 地域交通ネットワークが分断する事態 ■      ■ 

6-1 
大量に発生する災害廃棄物・災害発生土砂の処理の停滞により、復旧・復興が大幅に遅

れる事態 
  ■     

6-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態   ■     

6-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態  ■ ■     

6-4 緊急輸送路、鉄道等の基幹インフラの損壊により、復旧・復興が大幅に遅れる事態   ■     

6-5 広域、⾧期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興が大幅に遅れる事態    ■  ■  

6-6 被災者の住居や職の確保ができず、生活再建が大幅に遅れる事態   ■     

6-7 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形、無形の文化

的衰退・喪失 
     ■  

6-8 境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態 ■  ■     

6-9 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 ■    ■   

7-1 人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態  ■ ■    ■  

横断的、複数組合せ 

主な該当分野〔■〕 
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３ 重点的に取組むべきプログラム推進のための主要な取組 

  重点的に取組むべき 20 のプログラムに関し、「第４次静岡市総合計画」、

「静岡市地震・津波対策アクションプログラム」等により実施している主な

取組を例示して掲載するとともに、このプログラムについては、その重要性

に鑑み、進捗状況等を踏まえつつ、取組の一層の推進、事業精査、検討に努

めるものとする。 

   また、主な個別の事業については、事業毎に使用している単位、工区割り

等に基づき、具体的な箇所名等を、別冊「静岡市国土強靱化地域計画推進の

ための取組」へ明記することとする。 

  なお、別冊についてはその具体性・個別性及び社会情勢等に鑑み、適時適

切に更新を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「計画」欄の凡例 

  ４次総：第４次静岡市総合計画 

ＡＰ：静岡市地震・津波対策アクションプログラム 

  その他 



No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 住宅の耐震化率 H30年度末 90.7% 95.0% R7年度末 AP 建築安全推進課 B

2 特定建築物の耐震化率 H30年度末 93.1% 95.0% R7年度末 AP 建築安全推進課 A

3 沿道建築物の耐震化率 R2年度末 ー 100% R12年度末 AP 建築安全推進課 A

4 ブロック塀除却の申請件数 R4年度末 3,243件 100件/年 R7年度末 その他 建築安全推進課 B

5 住宅・建築物アスベスト改修事業 - H30年度末 - - R7年度末 その他 建築安全推進課 ー

6 公立小中学校校舎耐震補強事業 校舎の耐震化完了 H30年度末 86.0% 100% - AP 教育施設課 A

7
（構造耐震対策）
公共建築物の耐震化率
　(市基準)

H30年度末 98.0% 100% R8年度末 その他 建築総務課 A

8
（非構造部材耐震対策）
特定天井対策実施件数

H30年度末 21室（残り６室） 27室（残り０室） R8年度末 その他 建築総務課 A

9 長周期地震動対策 - - - - その他 建築総務課 ー

10 感震ブレーカー設置推進事業 市内住宅への感震ブレーカー普及
率（設置目標4,000世帯）

R5年度末 65.0% 100% R14年度末 AP 危機管理課 C

11 耐震性防火用貯水槽等の整備 地震対策用水利整備数 R4年度末 1,168基 1,171基 R8年度末 4次総 警防課 B

12 高規格救急自動車資器材の更新事業
更新計画に基づいた更新実施率
100％

R5年度末 ５台 13台 R8年度末 4次総 救急課 A

13 消防団施設の耐震化事業 耐震化率 R5年度末 83.3% 84.5% R8年度末 4次総 財産管理課 A

14 消防総合情報システム更新事業 消防総合情報システムの更新工事
完了

R4年度末 - 100% R7年度末 ４次総 指令課 ー

１－１　地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生

住宅・建築物耐震改修事業

公共建築物耐震対策推進事業

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 津波避難ビル追加指定事業 津波避難ビル指定計画数 R4年度末 91.0% 100% R7年度末 AP 危機管理課 B

2 下水道管・施設の津波対策 ゲート設置率 R4年度末 0% 9.6% R8年度末 ４次総 下水道建設課 B

3 海岸保全施設整備事業 用宗漁港海岸胸壁整備進捗率 R4年度末 63.0% 100% R8年度末
4次総

AP 水産振興課 A

4 河川構造物耐震・津波対策事業
水門、排水樋菅、排水機場等の津
波対策工事及び津波遡上による浸
水対策工事の完了

H30年度末 10.0% 100% R17年度末 ４次総 河川課 A

5 海岸メンテナンス事業 用宗沖離岸堤老朽化対策進捗率 R4年度末 0% 100% R20年度末 4次総 水産振興課 ー

6 陸閘改良事業 用宗漁港海岸の陸閘常時閉鎖化率 R4年度末 39.0% 100% R10年度末 AP 水産振興課 A

7 漁港施設機能強化事業
用宗・由比漁港防波堤機能強化対
策進捗率

R4年度末 0% 100% R16年度末 4次総 水産振興課 A

8 水産物供給基盤機能保全事業
漁港施設機能保全計画見直しの実
施

R4年度末 0% 100% R18年度末 4次総 水産振興課 ー

１－２　広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 雨水管・ポンプ場などの整備 浸水対策率（対策完了地区数） R4年度末 61.5% 69.2% R8年度末 ４次総 下水道建設課 A

2 安倍川圏域総合流域防災事業（秋山川） 浸水被害発生件数 H30年度末 7件 0件 R12年度末 4次総 河川課 ー

3 巴川流域貯留浸透施設整備事業
河川改修事業による浸水対策推進
プラン完了地区数

H30年度末 22地区/23地区 23地区/23地区 R12年度末 4次総 河川課 A

4 浜川広域河川改修事業
広域河川改修事業による浸水対策
推進プラン完了地区数

H30年度末 1地区/3地区 3地区/3地区 R12年度末 4次総 河川課 ー

5 巴川流域治水対策事業
河川水位・氾濫域の予測するシス
テムの構築と防災情報の提供

R4年度末 - 100% R6年度末 その他 河川課 ー

6 団体営ため池等整備事業 事業進捗率 H30年度末 1/2箇所 100% R5年度末 4次総 農地整備課 C

１－３　台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生（ため池の損壊によるものや、防災インフ
ラの損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む）

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 土砂災害等防止対策事業（公園） 整備延長ベースの進捗率 R4年度末 82.8% 100% R7年度末 4次総 公園建設管理課 B

2 急傾斜地崩壊対策事業の促進 県の急傾斜地崩壊対策工事の概成
箇所数整備率

R4年度末 47.2% 49.1% R7年度末 -
建設政策課

静岡県砂防課
A

3 林地荒廃防止施設整備事業 治山施設数累計 Ｒ５年度末 1,205箇所
R4末1,197箇所

1,229箇所 R8年度末 その他 森林政策課 B

4 太陽光発電設備適正導入ガイドラインの運用 山林への事業計画者に対する説明
割合

R4年度末 100% 100% R7年度末 その他 環境共生課 A

１－４　大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、
          後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事態
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 同報無線デジタル化整備事業 同報無線デジタル化の整備状況 R4年度末 50.0% 100% R7年度末 ４次総 危機管理課 A

2 静岡型災害時総合情報サイトの開設 静岡型災害時総合情報サイトの開
設

R4年度末 0% 100% R6年度末 ４次総 危機管理課 ー

3 災害情報一斉FAX送信事業
気象警報等発表時に、聴覚障がい
のある人に対しFAXによる情報発
信

R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 障害福祉企画課 A

4 自主防災組織による地域防災訓練の実施 自主防災組織による地域防災訓練
の実施率

R1年度末 89% 100% R8年度末 AP 危機管理課 B

5 沿岸部市立小中学校津波避難教育事業
沿岸地域の市立小中学校（28校）
における津波避難教育の実施

R4年度末 100% 100% R8年度末 AP
危機管理課

児童生徒支援課
A

6 外国人住民向け防災事業の実施
外国人住民を対象とした防災訓練
や防災講座等の参加者数（R5～
R12の累計）

R4年度末 60人 120人 R12年度末 AP 国際交流課 S

7 小中学校への防災アドバイザー派遣事業 防災アドバイザー派遣校数 R4年度末 10校 40校／4年 R8年度末 4次総 児童生徒支援課 A

8 内水ハザードマップの周知 市政出前講座等出席者の理解度 R4年度末 92% 84% R8年度末 ４次総 下水道計画課 A

9 洪水ハザードマップの作成・公表 洪水ハザードマップの作成、公表 R1年度末 100% 100% R8年度末 その他 危機管理課 A

１－５　情報伝達の不備や防災意識の低さ等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者が発生

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1
静岡市富士山火山防災マップの周知と地元説明会の
開催

富士山ハザードマップの配布 R4年度末 - 100% R5年度 AP 危機管理課 ー

１－６　火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発生
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 市の緊急物資備蓄の促進
市の緊急物資（食料）の更新（備
蓄量約100万食）

R4年度末 100% 100% R8年度末 AP 危機管理課 A

2 給水拠点整備事業
貯留水で１週間に必要となる水を
供給できる人数

R4年度末 203,200人 218,400人 R8年度末 その他
上下水道経営企画課
／水道建設・維持課

A

3 非常用飲料水袋（給水バッグ）の更新 給水袋（消耗品）の年度更新 R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 上下水道経営企画課 A

4 他の自治体や民間事業者等との協力協定の締結 - R4年度末 - - R8年度末 その他
危機管理課

　ほか
A

5 全国中央卸売市場協定災害時相互応援に関する協定 全国40都市の中央卸売市場との協
定書締結

R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 中央卸売市場 A

２－１　被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資エネルギー供給の停止

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 消防活動支援情報ICT化促進事業 システムデータの更新 R4年度末 年に2回実施 年に2回実施 R8年度末 その他 警防課 A

2 緊急消防援助隊進出拠点の維持 宿営可能な屋内施設を有する進出
拠点に指定する箇所数

R4年度末 6箇所 6箇所を維持 R8年度末 その他 警防課 A

3 消防団員の確保 年間の入団者数 R4年度末 64人入団 毎年度80人入団 R8年度末 その他 警防課 B

4 消防車等整備事業 消防車等の更新 R5年度末 20.7% 100% R8年度末 ４次総 財産管理課 A

5 応急手当普及啓発促進事業 救命講習受講者数 R5年度末 24,000人
25,000人/年

（４年間で100,000
人）

R8年度末 4次総 救急課 B

２－３　消防・警察・自衛隊等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 大規模災害を想定した医療救護訓練の実施 医療救護訓練の実施回数 R4年度末 １回 １回 R8年度末 AP 保健衛生医療課 A

2 救護所医療セット更新事業 期限切れ医療セットの更新率 R4年度末 100% 100% R9年度末 AP 生活衛生課 A

２－６　医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、医療機能の麻痺

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 地域の防災活動を支える人材の育成 地域防災リーダー育成事業 R４年度末 342人/年 650人/年 R8年度末 AP 危機管理課 B

2

感染症等への対応を踏まえた避難所備蓄資材（体温
計（非接触型）、アルコール消毒液、フェイスシー
ルド等）の整備、補充、更新

備蓄資材配備率 R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 危機管理課 A

3
感染症等への対応を踏まえた避難所、救護所の設
営、適切な運営のための訓練

訓練の実施件数 R1年度末 1件/年 1件/年 R8年度末 その他
危機管理課

保健衛生医療課
A

4
男女共同参画の視点を持った避難所運営に関する研
修等の実施

研修等に参加した延べ人数 R5年度 380人 1,400人 R8年度末 その他
男女共同参画・人権

政策課
ー

5

（学校施設アセットマネジメント
推進事業）
小中学校の校舎等中規模改修の実
績

R4年度末 2件 ５件 R8年度末 ４次総 教育施設課 A

6
（小中学校基幹設備等改修事業）
受変電設備等基幹設備の更新の実
績

R4年度末 １件 ３件 R8年度末 ４次総 教育施設課 A

7
小中学校校舎トイレリフレッシュ
事業の進捗率

R4年度末 45.3% 100% R13年度末 ４次総 教育施設課 ー

8

（学校施設修繕工事・長寿命化事
業）
市立高等学校校舎等改修工事の進
捗率

R5年度末 0% 100% R6年度末 4次総 静岡市立高等学校 ー

9
（構造耐震対策）
公共建築物の耐震化率
　(市基準)

H30年度末 98.0% 100% R8年度末 その他 建築総務課 A

10
（非構造部材耐震対策）
特定天井対策実施件数

H30年度末 21室（残り６室） 27室（残り０室） R8年度末 その他 建築総務課 A

11 【再掲】住宅・建築物耐震改修事業 住宅の耐震化率 H30年度末 90.7% 95.0% R7年度末 AP 建築安全推進課 B

２－８　避難所が適切に運営できず避難所の安全確保ができない事態

【再掲】公共建築物耐震対策推進事業

市の教育施設及び文化振興関連施設の改修及び維持
管理事業
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事業）
幹線道路、港湾・ＩＣアクセス道
路の整備率

R4年度末 33.4% 78.8% R12年度末 ４次総 道路計画課 B

2 道路橋の耐震化事業
耐震性能を満たしていない道路橋
の耐震化実施数

H30年度末 15橋 103橋 R12年度末
4次総

AP 道路保全課 A

3 緊急輸送路等における舗装修繕事業 主要幹線道路（分類B）における舗
装打換えが必要な舗装の施工延長

R4年度末 - 3.5ｋｍ以上 R9年度末 4次総 道路保全課 A

4 緊急輸送路等における無電柱化事業 15路線21工区の事業着手率 R5年度末 81.0% 100% R7年度末
4次総

AP

道路計画課
道路保全課
都市計画課

A

5 緊急輸送路上における道路のり面対策事業 緊急輸送路上における道路のり面
の要対策箇所実施数

R4年度末 - 15箇所 R9年度末
4次総

AP 道路保全課 A

6 林道整備事業 林道路網密度 Ｒ５年度末
4.69ｍ/ha

R4末4.68ｍ/ha
4.74ｍ/ha R8年度末 その他 森林政策課 B

7 【再掲】住宅・建築物耐震改修事業 沿道建築物の耐震化率 R2年度 - 100% R12年度末 AP 建築安全推進課 A

２－９　緊急輸送路等の途絶により救急・救命活動や支援物資の輸送ができない事態

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 【再掲】地域の防災活動を支える人材の育成 地域防災リーダー育成事業 R４年度末 342人/年 650人/年 R8年度末 AP 危機管理課 B

2

【再掲】感染症等への対応を踏まえた避難所備蓄資
材（体温計（非接触型）、アルコール消毒液、フェ
イスシールド等）の整備、補充、更新

備蓄資材配備率 R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 危機管理課 A

3
【再掲】感染症等への対応を踏まえた避難所、救護
所の設営、適切な運営のための訓練

訓練の実施件数 R1年度末 1件/年 1件/年 R8年度末 その他
危機管理課

保健衛生医療課
A

4 【再掲】自主防災組織による地域防災訓練の実施 自主防災組織による地域防災訓練
の実施率

R1年度末 89.0% 100% R8年度末 AP 危機管理課 B

5
【再掲】他の自治体や民間事業者等との協力協定の
締結

- R4年度末 - - R8年度末 その他
危機管理課

　ほか
A

２－１０　劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1
（静岡市民文化会館再整備事業）
静岡市民文化会館の大規模改修進
捗率

R5年度末 50.0% 100% R9年度末 ４次総 文化振興課 A

2
老朽化した市立図書館長寿命化の
ための改修工事進捗率（藁科図書
館、蒲原図書館）

Ｒ5年度末 - 100% Ｒ8年度末 ４次総 中央図書館 ー

3 スポーツ施設の改修及び維持管理事業 老朽化した各施設長寿命化のため
の改修工事進捗率

R4年度 - - R8年度末 その他 スポーツ振興課 S

4 市の観光施設の改修及び維持管理事業 獣舎改修工事の進捗率 R4年度末 - - R8年度末 ４次総 日本平動物園 A

5 生涯学習施設の改修及び維持管理業務

老朽化した生涯学習施設長寿命化
のための改修・建替工事進捗率
（葵生涯学習センター、高部生涯
学習交流館）

R5年度末 - 100% R10年度末 ４次総 生涯学習推進課 ー

6

（学校施設アセットマネジメント
推進事業）
小中学校の校舎等中規模改修の実
績

R4年度末 2件 ５件 R8年度末 ４次総 教育施設課 A

7
（小中学校基幹設備等改修事業）
受変電設備等基幹設備の更新の実
績

R4年度末 １件 ３件 R8年度末 ４次総 教育施設課 A

8
小中学校校舎トイレリフレッシュ
事業の進捗率

R4年度末 45.3% 100% R13年度末 ４次総 教育施設課 ー

9

（学校施設修繕工事・長寿命化事
業）
市立高等学校校舎等改修工事の進
捗率

R5年度末 0% 100% R6年度末 4次総 静岡市立高等学校 ー

10 【再掲】消防総合情報システム更新事業 消防総合情報システムの更新工事
完了

R5年度末 - 100% R7年度末 ４次総 指令課 ー

３－１　市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

【再掲】市の教育施設及び文化振興関連施設の改修
及び維持管理事業

市の教育施設及び文化振興関連施設の改修及び維持
管理事業

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 災害多言語支援センター設置事業
災害多言語支援センター設置訓練
回数

R4年度末 年１回 年１回 R12年度末 AP 国際交流課 A

2 避難行動要支援者避難支援制度の推進事業 各地域の避難行動要支援者に係る
名簿の当該地域への配布率

Ｒ1年度末 100% 100% R5年度末 その他 福祉総務課 A

3 【再掲】同報無線デジタル化整備事業 同報無線デジタル化の整備状況 R4年度末 50% 100% R7年度末 ４次総 危機管理課 A

4 【再掲】静岡型災害時総合情報サイトの開設 静岡型災害時総合情報サイトの開
設

R4年度末 0% 100% R6年度末 ４次総 危機管理課 ー

5 【再掲】災害情報一斉FAX送信事業
気象警報等発表時に、聴覚障がい
のある人に対しFAXによる情報発
信

R4年度末 100% 100% R8年度末 その他 障害福祉企画課 A

５－１　テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラ障害により、インターネット・SNSなど、災害時に活用する情報サービスが機能
停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1
事業継続計画（BCP)の充実と職員の災害対応訓練の
実施

災害対策訓練への局職員・関係団
体職員の参加者数

R4年度末 延べ700人 延べ1,060人 R8年度末 その他 上下水道経営企画課 A

2 水道管の減災対策 基幹管路の耐震管率 R4年度末 41.5% 42.5% R8年度末 ４次総 水道建設・維持課 B

3 水道施設の耐震化事業 配水池の耐震化率 R4年度末 44.8% 53.1% R8年度末 ４次総 水道施設課 A

4 水道管の更新事業 管路の更新率（各年度ごと） R4年度末 0.7％ 1.0％ R8年度末 その他
水道建設・維持課/水

道事務所
B

5 水道施設の更新事業 水道施設（設備）の更新工事 R4年度末 - 218箇所 R8年度末 ４次総 水道施設課 A

6 下水道管の地震対策
特に重要な下水道管の工事に係る
耐震管率

R4年度末 69.2% 73.2% R8年度末 ４次総 下水道建設課 A

7 下水道管の改築 管きょ100㎞当たりの陥没箇所数 R4年度末 0.2箇所/100㎞ 0.4箇所以下/100㎞ R8年度末 ４次総 下水道維持課 A

8 下水道施設の改築 設備の老朽化に起因する、下水道
の使用制限日数

R4年度末 0日 0日 R8年度末 ４次総 下水道施設課 A

9 下水道施設の統廃合 処理区切替工事整備による維持管
理費縮減効果

R4年度末 0円 約1,800万円／年 R９年度末 ４次総 下水道建設課 ー

10 浄化槽設置整備事業 合併処理浄化槽への転換基数 R4年度末 10,321基 11,451基 R12年度末 4次総 廃棄物対策課 ー

11 し尿処理施設の維持管理

災害時においても市民生活に影響
を及ぼさない安定的な運転が可能
となるよう実施する計画的な定期
点検整備及び随時の施設維持修繕
の実施率

R1年度末
年度ごとの実施率

100％
年度ごとの実施率

100％
R8年度末 ４次総 廃棄物処理課 A

12 農業集落排水処理施設機能強化事業 機能強化工事を実施した施設数 R3年度末 0施設 4施設 R8年度末 その他 農地整備課 A

13 【再掲】給水拠点整備事業
貯留水で１週間に必要となる水を
供給できる人数 R４年度末 203,200人 218,400人 R8年度末 その他

上下水道経営企画課
／水道建設・維持課

A

14 【再掲】非常用飲料水袋（給水バッグ）の更新 給水袋（消耗品）の年度更新 R４年度末 100% 100% R8年度末 その他 上下水道経営企画課 A

５－４　上下水道等の長期間にわたる機能停止

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 狭あい道路整備等促進事業 道路拡幅用地の総延長 H30年度末 34㎞  40㎞ R8年度末 その他 建築安全推進課 A

2 自主運行バス運行事業 確保されたバス路線数 R4年度末 4路線 4路線 R8年度末 その他 交通政策課 B

3 バス路線維持対策事業 確保されたバス路線数 R4年度末 23路線 23路線 R8年度末 その他 交通政策課 A

4 静岡型MaaS基幹事業実証プロジェクト推進事業 MaaSシステム H30年度末 実証実験実施 MaaSシステム構築 R12年度末 4次総 交通政策課 A

5 【再掲】道路橋の耐震化事業 耐震性能を満たしていない道路橋
の耐震化実施数

H30年度末 15橋 103橋 R12年度末
4次総

AP 道路保全課 A

6 【再掲】緊急輸送路等における舗装修繕事業
主要幹線道路（分類B）における舗
装打換えが必要な舗装の施工延長 R4年度末 - 3.5ｋｍ以上 R9年度末 4次総 道路保全課 A

7 【再掲】緊急輸送路等における無電柱化事業 15路線21工区の事業着手率 R5年度末 81.0% 100% R7年度末
4次総

AP

道路計画課
道路保全課
都市計画課

A

8 【再掲】緊急輸送路上における道路のり面対策事業 緊急輸送路上における道路のり面
の要対策箇所実施数

R4年度末 - 15箇所 R9年度末
4次総

AP 道路保全課 A

9
【再掲】緊急輸送路等整備事業（道路事業・街路事
業）

幹線道路、港湾・ＩＣアクセス道
路の整備率

R4 33.4% 78.8% R12年度末 ４次総 道路計画課 B

10 【再掲】林地荒廃防止施設整備事業 治山施設数累計 Ｒ５年度末 1,205箇所
R4末1,197箇所

1,229箇所 R8年度末 その他 森林政策課 B

11 【再掲】林道整備事業 林道路網密度 Ｒ５年度末
4.69ｍ/ha

R4末4.68ｍ/ha
4.74ｍ/ha R8年度末 その他 森林政策課 B

12 ブロック塀除却の申請件数 R４年度末 3,243件 100件/年 R7年度末 その他 建築安全推進課 B

13 沿道建築物の耐震化率 R2年度 - 100% R12年度末 AP 建築安全推進課 A

５－５　地域交通ネットワークが分断する事態

【再掲】住宅・建築物耐震改修事業
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 道路啓開の適切な対応の促進 防災訓練（説明会含む）実施回数 R5年度末 4回／年 12回／３年 R5年度末 - 建設政策課 A

2 建設業の担い手確保・育成 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ学生受入人数 R5年度末 12人／年 36人／３年 R8年度末 4次総 技術政策課 S

６－２　道路啓開等の復旧・復興を担う人材・資機材等の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 【再掲】雨水管・ポンプ場などの整備 浸水対策率（対策完了地区数） R4年度末 61.5% 69.2% R8年度末 ４次総 下水道建設課 A

2 【再掲】安倍川圏域総合流域防災事業（秋山川） 浸水被害発生件数 H30年度末 7件 0件 R12年度末 4次総 河川課 ー

3 【再掲】巴川流域貯留浸透施設整備事業
河川改修事業による浸水対策推進
プラン完了地区数

H30年度末 22地区/23地区 23地区/23地区 R12年度末 4次総 河川課 A

4 【再掲】浜川広域河川改修事業
広域河川改修事業による浸水対策
推進プラン完了地区数

H30年度末 1地区/3地区 3地区/3地区 R12年度末 4次総 河川課 ー

5 【再掲】河川構造物耐震・津波対策事業
水門、排水樋菅、排水機場等の津
波対策工事及び津波遡上による浸
水対策工事の完了

H30年度末 10.0% 100% R17年度末 ４次総 河川課 A

６－５　広域、長期にわたる浸水被害及び液状化の発生により、復旧・復興が大幅に遅れる事態
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No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 地籍調査事業
優先調査地区（津波浸水想定区
域）の進捗率

R2年度末
20.6％

（1.21k㎡/5.87k㎡）
100.0％

（5.87k㎡/5.87k㎡）
R11年度末 4次総 建設政策課 A

６－８　境界情報の消失、事業用地の確保・遅延等により、復旧・復興が大幅に遅れる事態

No. 取組内容 指標 設定年度 実績 数値目標 達成時期 主な計画
該当課

(予算課/事業課)
令和４年度末

時　点
令和6年度末

時　点
令和8年度末

時　点

1 【再掲】避難行動要支援者避難支援制度の推進事業
各地域の避難行動要支援者に係る
名簿の当該地域への配布率

R1年度末 100% 100% R5年度末 その他 福祉総務課 A

2 【再掲】自主防災組織による地域防災訓練の実施 自主防災組織による地域防災訓練
の実施率

R1年度末 89.0% 100% R8年度末 AP 危機管理課 B

７－１　人口減少・高齢化が進むことにより、地域防災力の低下が生じる事態

84



85 

 

第５章 事業実施状況及び進捗管理 

 １ 事業実施状況  

 （１）事業実施について 

本計画は、本市におけるあらゆる災害リスク等における防災・減災事業に

より、「“強くてしなやかな”静岡の実現」、「安全・安心をみんなで創る、強

くしなやかで持続可能なまち」を実現するために、各分野において地震・津

波対策等を中心に、ハード対策からソフト対策まで様々な対策を実施してい

る。 

本計画は「第４次静岡市総合計画」の前期事業期間である令和８年度（2026

年度）までに取り組む事業については、第４章「重点的に取組むべきプログ

ラム推進のための主要な取組」で各事業の指標により進捗状況と今後の目標

を数値により記載、第３章「プログラムごとの脆弱性の評価結果」で被害想

定に対する評価、対策事業、取組内容を掲載している。また、具体的な事業

箇所名については、別冊資料「静岡市国土強靱化地域計画推進のための取組」

に掲載を行った。 

 

２ 進捗管理 

（１）事業進捗状況の「見える化」 

本計画は、実施目標、整備指標等を設定した様々な計画等に基づく事業を

掲載しており、これらの事業全体で、静岡市の災害リスクの軽減に取り組む

ものである。このため、本計画に掲載された事業実施により、第３章で設定

したリスクシナリオへの対抗力向上、強くしなやかな対応力が強化されるこ

とになる。 

このため、各事業における適切な進捗管理が重要となるが、第４次静岡市

総合計画の前期実施計画の計画期間と整合を図るため、令和８年度を一つの

区切りとし、期間内を始期（令和４年度末）、中期（令和６年度末）、終期（令

和８年度末）に分け、３つの時点において達成度の評価を行うこととする。 

達成度の評価に当たっては、本市の事務事業総点検表及び災害対応力強化

実施計画における評価手法に準拠しつつ、以下のとおり実施した。 

「第４章 重点化施策の抽出」における、「３ 重点的に取組むべきプロ

グラム推進のための主要な取組」に記載した各事業について、評価時点にお

ける目標値と実績値を比較し、以下の基準により達成度を判定した。 

 

 

 

 

≪達成度の判定基準≫ 

 
S（105％以上）   A（90％以上 105％未満）   B（70％以上 90％未満）   

C（70％未満）    D（未実施）               ―（実施時期が未到来） 
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各事業における数値指標等を総合的に判断し、以下の基準により評価し 

た。 

 

 

 

 

 

 

（２）重点的に取組むべきプログラムごとの達成度評価 

   事業ごとに判定した達成度について、重点的に取組むべき 20 のプログ 

ラムごとに各評価の個数を取りまとめ、進捗状況を「見える化」した。 

 なお、各事業の進捗管理を適切に行う必要があることから、詳細を別冊資 

料「重点的に取組むべきプログラムごとの達成度評価」にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪評価基準≫ 

S：期待を上回る      A：期待通り    B：期待を下回る   

C：期待を大きく下回る   D：未実施     ―：実施時期が未到来 
 

≪重点的に取組むべきプログラムごとの達成度評価（イメージ）≫ 



87 

 

３ プログラムごとの達成度評価から見る事業実施状況及び今後の事業展開 

  別冊「重点的に取組むべきプログラムごとの達成度評価」より、以下の事項が整理 

できる。 

 

 ●令和４年度末時点におけるプログラムごとの達成度評価をみると、以下のプログラ 

ムにおけて達成度が低い事業が見受けられる。 

・「1-1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生」 

・「1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生」 

・「1-3 台風、豪雨などによる広域かつ長期的な市街地等の浸水による死傷者の発 

生（ため池の損壊によるものや、防災インフラの損壊・機能不全等による洪水・ 

高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む）」 

・「1-4 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり 

国土の脆弱性が高まる事態」 

・「5-5 地域交通ネットワークが分断する事態」 

これらのプログラムに搭載されている主な事業は、道路・河川・上下水道などのイ 

ンフラ整備事業や各種施設の改修・維持管理事業といった、社会基盤・ハード整備 

事業が中心となっており、中長期的な整備計画の下、計画的かつ適切な事業進捗が 

求められる。特に多額の予算を必要とすることが多いことから、引き続き、国や県 

からの補助・交付金等を積極的に活用し、予算の確保に努めていくことが不可欠で 

ある。 

●本市では、令和４年台風第 15 号での災害対応において、様々な課題が生じたこと 

から、この経験や教訓を今後の防災、減災等の対策に繋げる必要がある。本計画に 

おいても、20 のプログラムの１つに、「1-3 台風、豪雨などによる広域かつ長期的 

な市街地等の浸水による死傷者の発生（ため池の損壊によるものや、防災インフラ 

の損壊・機能不全等による洪水・高潮等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うも 

のを含む）」を位置付け、このリスク回避に向けた取組を加速させる。例えば、令 

和４年台風第 15号においては、巴川流域で甚大な被害が発生したことから、巴川 

流域治水対策事業を河川管理者である静岡県と連携し計画的に進めるとともに、ハ 

ード事業のみならず「巴川流域水位・氾濫域予測システムの構築」といったソフト 

事業を進めることで、避難指示が高度化され、市民の安心感の飛躍的向上に繋げる。 

●国において、令和５年７月 28 日に新たな国土強靱化基本計画が策定され、デジタ 

ル新技術の活用や地域における防災力の一層の強化を重点項目とし、国土強靱化の 

ためにハード整備のみならずソフト施策をさらに推進していく方針がより明確化 

されたところであり、上記のような取組等を通じて、国による国土強靱化基本計画 

との調和を図るものとする。 
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４ 行政・市民のメリット及び期待される効果 

＜期待される効果＞ 

・南海トラフ巨大地震等の大規模地震・津波被害における防災・減災効果 

・頻発化、激甚化する自然災害への迅速な対応及び計画に基づく適切な事業推進 

  ・総合的な防災・減災対策の推進 

    災害時に人命・経済・暮らしを守り支える重要なインフラ整備、機能維持が図 

れるよう事業を進めていく必要があるが、多額の予算が必要な事業や長期間に渡

る事業も多いことから、それを補完・強化するためのソフト施策も重要となる。 

本計画は国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本 

的な計画となることから、例えば、ハード整備による早期対応が困難な際は、ソ 

フト施策による補完・強化を適切に進めることが可能であり、また、複数分野に 

おいて連携した分野横断的な事業進捗を図ることができる。 

このように、重要なインフラの機能を維持できるよう集中的、緊急的にハード 

対策を推進するとともに、市民の生命・財産を守るためのきめ細やかなソフト施 

策を推進することができる。 

 また、本計画は、国における国土強靱化基本計画や静岡県の国土強靱化地域計 

画との調和を図りつつ策定・改定を進めていることから、近年の災害において得 

られた貴重な教訓や社会情勢の変化等を的確に捉え、弾力的に事業の見直しを図 

ることが可能となる。 

 

＜行政のメリット＞ 

① 被害の縮小化 

事前防災事業の適切な進捗により、いかなる災害に対しても、被害の縮小化を

図ることができる。 

② 施策事業の適切な進捗管理、スムーズな進捗 

国土強靱化に係る各種施策事業がより効果的かつスムーズに進捗することが期

待できる。 

また、関係府省庁所管の交付金・補助金の優先配分を受けることが可能。 

③ 地域の持続的な成長を促す 

強靱化の取組により地域全体で災害に備えることで、本市の持続可能な成長に

繋がる。 

 

＜市民のメリット＞ 

① 防災、減災に対する見える化 

② リスクシナリオに対する脆弱性及びリスクを回避するための取組の見える化 

③ プログラムごとの達成度評価による事業進捗状況の見える化 
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第６章 計画の推進 

 １ 市の他の計画などの見直し 

   本計画は、国土強靱化に係る他の計画等を包括することから、各計画の指

針となるべきものであるとともに、各分野・各計画を横断、連携した事業状

況を評価する計画である。このため、国土強靱化に関する他の計画等の見直

しをする際には、市政運営の最も基本となる「第４次静岡市総合計画」や

「静岡市地域防災計画」とともに、本計画と整合、調和を図ることとし、必

要に応じた内容の修正等を行うものとする。 

 

 

２ 本計画の見直し 

   本計画は、国の国土強靱化基本計画の見直し時期と整合をとるため、概ね

５年を目安とするが、第４次静岡市総合計画と整合を図る必要があること

から、前期実施計画と計画期間を同様とし、令和８年度末（2027 年３月末）

を一つの区切りとする。ただし、事業の性質によっては、中長期に及ぶ事業

も存在するが、これらの事業も同様に掲載する。 

その他、社会経済情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮し、必要が生 

じた際には、随時、計画内容の変更検討、見直しを行うこととする。 

 

 

３ 具体の取組の推進 

   本計画に基づく具体の取組については、「第４次静岡市総合計画」、「静岡

市地域防災計画」、「静岡市地震・津波対策アクションプログラム」等の個

別計画に基づき、計画的に推進するとともに、進捗管理、評価等を行うも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

静岡市国土強靱化地域計画 

 

令和２年 11 月 30 日 策定 

令和３年 10 月 18 日 改定 

令和６年●月●日   改定 

危機管理課 


